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1. はじめに 
1.1. 研究背景 
 我が国の港湾政策(1)は、戦後の港湾政策として 1950年に計画的港湾整備と工業基盤整備の推進
の元に港湾法が制定された。1956年にマックリーンによりアメリカ沿岸部で始まった海上コンテ
ナ輸送を皮切りにコンテナ輸送の時代が幕開けし(2)、我が国においても日本初のコンテナ船「箱
根丸」が北米航路に就航したことで本格的に日本海運へコンテナリゼーションの波が到来し、以
降今日に至るまで海上コンテナは利用され続けている。 
 我が国の港湾では、東京港・横浜港の京浜二港湾と大阪港・神戸港の阪神 2 港湾におけるコン
テナ取扱量は世界でも有数であった。しかし、1996 年に横浜港が 2,400,000TEU のコンテナ取扱
量で世界 10位に位置して以降、我が国の港湾は世界のコンテナ取扱量上位 10位以内からは姿を
消した(3)。他方で我が国に近接する中国、韓国等の港湾はコンテナ取扱量でも上位に位置し続け、
また、台頭してきている。  
日本政府は、このような現状について、我が国の港湾の「国際競争力の低下」と捉えた。「国際
競争力」の向上を目指し、2002年、スーパー中枢港湾政策を展開した。この政策では周辺港湾並
の港湾コスト低減とリードタイムの短縮を掲げ、全国の港湾の中から、東京港、横浜港、名古屋
港、四日市港、神戸港、大阪港を指定港湾とした。このスーパー中枢港湾政策について国土交通
省は総括(4)を発表し当初の具体目標は達成された。 
しかしながら、我が国の港湾は依然厳しい競争に置かれているとし、平成 24年には我が国に国
際コンテナハブ港湾を育成することを目標に、東京港、横浜港、川崎港を京浜港、大阪港、神戸
港を阪神港として国際コンテナ戦略港湾を指定した。 
これらの政策では一貫して、港湾のコンテナ取扱量や船舶の寄港回数の減少を根拠に我が国の
「国際競争力の低下」(5)を主張しており、問題解決の為に「選択と集中」の基、集中投資を行う
ことで競争力のある港湾を育成することを目的としている。政策では、釜山港やシンガポール港
に伍する港湾となるために、コンテナ取扱量の増加、基幹航路の維持・拡大、大水深の岸壁の整
備が掲げられている。 
しかし、政府が港湾政策の根拠である「国際競争力」の意味や評価方法についての根本的な問
題意識について様々な指摘(6)(7)や疑問(8)が論じられている。 
これは、我が国の目指す国際競争力のある港湾が他国との相対的な貨物取扱量の変化から国際
競争力を論じている点にあり、国際競争力の捉え方に疑問があると指摘している。二村(7)は、国
際競争力について多くの荷物を集めることができる港湾とした上で、ハブ港湾は、多くの船舶が
寄港し、多くの積荷が集まり、時として仕向けが他の港湾であるような貨物も集まる港湾である
としている。松尾（8）は国際競争力とはどれほどトランシップ貨物を扱ったかということになる。
つまり、ハブ港湾の競争力を図るためにはトランシップ集荷が可能な港湾であるかを検討する必
要がある。 
また二村は港湾とは、常に港湾利用者に素早く対応するために彼らのニーズを観察し、理解しなく
てはならないと指摘し、津守(6)は我が国の政策について「どのような港湾機能を国内に維持・強化する
のか」という論点そのものが整理されていないところにある。」と指摘している。 
我が国の港湾政策では港湾利用者のニーズ、つまり、港湾の利用の特徴を十分に把握していない。
2 
 
港湾の利用の特徴には貨物の取扱量や港湾に寄港する船舶や港湾設備の利用状況の特徴が考えられる。
この特徴に対して岸壁施設や荷役能力や貨物保管施設等の港湾設備の必要な機能は異なる。しかし、
我が国の港湾政策では、十分に港湾利用者の特徴を把握しないままに港湾整備を行おうとしている点
に問題があると考えられる。 
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1.2. 研究目的 
 本研究では、我が国に国際競争力のある拠点港湾を育成する上での整備の注意点と課題につい
て考察を行う。そこで、先行研究で指摘(7)(8)されるように国際競争力をトランシップ貨物の集荷
力と捉える。この前提を基に、東アジアにおいて国際競争力のある場所、つまり、トランシップ
貨物の集荷の可能性のある地区と港湾を海上輸送のつながりの数の多さから明らかにする。こう
して、我が国において国際競争力のある港湾を育成する際に議論すべき場所を示す。さらに、東
アジアにおいてトランシップ貨物集荷の可能性が明らかになることで、我が国が拠点港湾政策を
進めていく上で参考となる港湾と我が国と競合する可能性のある港湾を示すことができる。これ
らを示すことを 1つ目の目的とする。 
その上で我が国の港湾を含め、世界の港湾を対象として、港湾の貨物取扱量、港湾に寄港する
船舶、港湾設備、特に船舶の荷役に係る設備の管理と利用の特徴から港湾の特徴を明らかにする。
港湾の特徴を明らかにすることで我が国の港湾の特徴を把握し、他国の港湾の特徴の比較を行う。
また、他国の港湾との特徴を比較し、今後我が国が拠点港湾を目指す上で貨物集荷や航路集積の
方向性について議論をし、競合する港湾を明らかにする。貨物集荷や航路集積の方向性と競合す
る港湾の議論と我が国の港湾の利用の特徴から、今後政策を推進し港湾開発を行う上での港湾機
能整備で周囲すべき点を明らかにすることを目的とする。 
 特に本研究では我が国の拠点港湾政策の中核である国際コンテナ戦略港湾政策で今後注意すべ
き点について以下の三点について考察を行う。 
(1) 貨物の集荷の仕方と基幹航路の維持・拡大について 
我が国の港湾が今後拠点港湾政策を展開していく上で、背後地貨物とトランシップ貨物の
うち集荷の見込みがあり注力すべき集荷方法と貨物集荷を行うことが可能な集荷元及び我が
国において貨物の出荷を行う場所を考察し、政府の基幹航路の維持・拡大という目標に対し
て可能性の有する航路を考察する。 
また考察する上で、拠点港湾政策を展開する上で競争が発生する可能性がある港湾につい
ても検討する。今後の港湾政策で整備すべき機能を検討する上で競合港湾を明らかにするこ
とが必要になる。 
(2) 我が国の港湾設備の管理に関する考察 
 港湾設備を運営する上では、港湾設備の管理範囲によって港湾設備の融通の仕方が異なり、
利用のされ方や寄港船舶への制約が異なることが考えられる。本研究では今後拠点港湾政策
を行なっていく上で、我が国の港湾の特徴を踏まえた上で港湾設備の管理の範囲について考
察する。 
(3) 国際コンテナ戦略港湾の岸壁機能整備の考察 
 我が国政府の港湾政策中でも特にバース等の港湾設備の岸壁機能について言及されている。
そこで我が国の特徴を踏まえた上で必要となる岸壁機能について考察を行う。 
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1.3. 既存研究 
 ハブ港湾政策を計画する上では、港湾が取り扱う荷役量、利用する船舶の就航地域や船型等の寄港
船舶の特徴、ガントリークレーン、バースや保管施設等の港湾設備利用状況の特徴に沿う必要性があ
ると指摘(6)(7)(8)されている。 
 背景にあるように、我が国の港湾では港湾利用者の特徴が十分把握されていない。港湾利用者の特
徴は、既存研究(6)(7)(8)からまとめられるように港湾の取扱量、寄港船舶、港湾設備の特徴の大きく 3つ
に分けて考えることができる。図 1.1 ではこの港湾の特徴と港湾の特徴についての既存研究を整理し
た図を示す。 
 港湾の取扱量については、瀬間ら(9)や赤倉ら(10)により分析が行われているが、この研究では国家単
位の分析が中心になっており国家を分割した地区単位や港湾別に分析中心にしたものは少ない。特に、
我が国のように国内で 2 つの拠点政策を実施するような、中国のように国土が広いような場合では国
家という単位であると比較が疎になる可能性もあり、本研究で国家だけでは無く、国家をさらに小さ
な単位である地区に分割し、また港湾に寄る比較検討を行った点で相違がある。また、瀬間らの研究
ではそのほかにも寄港船舶の特徴についても一部取り扱っているが港湾の取扱量と寄港船舶の特徴を
併せての分析・考察は行われておらず、本研究では複数の特徴を用いて分析を行った。 
 寄港船舶の特徴については就航地域、船型、寄港回数の特徴に分けて考えることができる。寄
港船舶の就航地域の特徴については航路のように世界全体を見渡した寄港経路の特徴について瀬
間ら(9)や赤倉ら(10)が北米航路や欧州航路の基幹航路を中心として国家間の船舶動静やトランシッ
プ量について分析を行なっている。しかし、これも国家単位で行われているため、本研究では港
湾を単位としてさらに分析を進めた。また、鳥海(11)によってコンテナ船舶がたどる航路の寄港順
番の分析が行われている。 
 船舶が寄港する就航地域を捉えた研究はこのようにいくつか行われているが、船舶の動静から
地域や地区、港湾間のつながりを分析した研究が不十分である。この就航地域間のつながりを分
析することで、船舶が集る場所を把握する事ができ、また、船舶が集まった場所から向かう先と
いった船舶の集散場所を把握することができる。集散する場所を把握することで集散地点がもつ
つながりの特徴から集散地点となる場所で考慮すべき港湾の機能を検討することができる。本研
究でもこの点に留意して分析・考察を行った。 
 寄港船舶の船型や寄港回数の特徴についても瀬間ら(9)や赤倉ら(10)によって分析がなされている。
しかし、これも国家単位で行われているため、本研究では港湾を単位としてさらに分析を進めた。
本研究では港湾を単位としてさらに分析を進めた。 
 港湾設備については荷役設備について、津守によって港湾が備えるべき荷役の機能についての
議論を行った研究がなされている。しかし、津守(12)の研究では定性的な議論が中心であり、定量
的な評価を行ったものではない。このため、本研究では岸壁の荷役設備を中心に定量的な評価を
行った。 
 周辺設備の特徴については、根本(13)によって国内輸送や CIQ（税関・入国管理・検疫）等の機
能について備えるべき機能の分析が行われている。また、津守(14)によって港湾の荷役機能と関
連・連動して流通加工施設や倉庫などの機能についての議論が行われている。その他にも本田（15）
によって税制や港湾サービス、正木(16)によって国内輸送、五島(17)によって鉄道による国内輸送、
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鈴木(18)によって内航船舶による国内輸送等が定性的な議論を中心として分析されている。 
 そこで本研究では、船舶動静データやコンテナ取扱量、港湾設備の要目等を用い、世界を地域
単位から港湾単位までの従来と比較して異なる範囲を用いて分析することで、港湾の取扱量、寄
港船舶の特徴、港湾設備の特徴を定量的に示す。我が国の港湾政策で不十分な定量的評価という
客観的な評価により港湾の特徴を明らかにすることで、港湾政策で注意すべき点を考察すること
は従来疑問や批判が生じている政府の港湾政策の提言方法と異なり、また現在の港湾政策を評価
する上で必要である。 
 
 
図 1.1 既存研究の所在 
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2. 我が国の港湾政策の概要 
2.1. 我が国の港湾政策の変遷 
 我が国の港湾政策の変遷(19)は「計画的港湾整備と工業基盤の整備」、「コンテナリゼーションの
進展への対応」、「環境保全とウォーターフロント形成の推進」、「国際競争力の強化」という大き
な枠組を意識しながら変遷した。 
 「計画的港湾整備と工業基盤の整備」を元に、1950年の港湾法制定を皮切りとして我が国の戦
後の港湾政策は始まった。 
我が国においてコンテナ政策の第一歩となる港湾政策は、1967年の外貿埠頭公団法の制定であ
る。コンテナ輸送が我が国にも到来したことで、国策としてもコンテナ埠頭の整備の必要性がで
きた。こうして、我が国は「計画的港湾整備と工業基盤の整備」とともに「コンテナリゼーショ
ンの進展への対応」を打ち出し、我が国おいては外貿埠頭公団法をもって京浜外貿埠頭公団と阪
神外貿埠頭公団が設置され、現在の京浜港と阪神港にコンテナふ頭の整備を本格的に開始した。
この時点ではすでに世界ではコンテナ輸送が勢力を増しており、我が国は、公社方式を取ること
によって一体的な整備で立ち遅れたコンテナ整備を追いかける形であった。 
 高度成長期の中、我が国のコンテナ貨物取扱量は着実に数量を増やした。需要に対応する形で
コンテナターミナルの確保が課題となり整備を続けたが、1976年には神戸港が世界のコンテナ取
扱量で 1位に立ち、我が国の港湾整備も、外貿埠頭の緊急整備という目的を達成し、1982年には
承継法の制定により、外貿埠頭公団は解散され、公団業務は財団法人へと引き継がれた。つまり、
1982年までの我が国のコンテナ港湾政策はまさに集中投資政策であった事がわかる。 
 こうして我が国が世界において、コンテナ取扱量 1 位に立ち、草創期のコンテナ港湾整備とい
う課題を乗り越えた。1985 年の長期政策として 21 世紀への港湾を打ち出しことを境に、我が国
は「コンテナリゼーションの進展への対応」から「環境保全とウォーターフロント形成の推進」
という新しい枠組みへ進んだ。この枠組みのもと、この政策では京浜港、阪神港、伊勢湾の大都
市港湾に加えて、地方港湾との連携を強化し大都市と地方の経済連携を拡大することが目的であ
った。こうして、地方港湾にもコンテナターミナルの整備拡大を行い、今日のコンテナ港湾の分
散をもたらした。 
 1985年頃から日本を含めたアジア諸国はコンテナの取扱量が増大し始めた。こうして成長して
きた我が国の港湾も、1995年に阪神大震災を経験した我が国は、それまで港湾のコンテナ取扱量
ランキングで神戸港、横浜港が上位に位置していたものの、震災を境に神戸港への集荷は減少し、
復旧以降も荷主が戻る速度は遅かった。この時期から我が国としては現在の政策の大枠につなが
る「国際競争力の向上」を掲げ始め、1995年には長期政策の大交流時代を支える港湾を制定した。 
1997 年には世界のコンテナ取扱量のトップ 10 から我が国の港湾は姿を消した。危機感を深め
る中、同年には総合物流施策大綱(20)という物流の包括的な政策が提示された。この政策では増大
する貨物取扱量への対応を目的とした奥行きの広いヤード、高能率な荷役システム等を整備する
こと、大型船舶が就航することによるコスト低減を目的として大水深の多目的国際ターミナルの
拠点的整備が掲げている。また、この政策において我が国の港湾政策として、東京湾、伊勢湾、
大阪湾及び北部九州を中枢国際港湾と呼び、これらの港湾をハブ港湾として開発育成することを
明示した。再び集中投資を決めたこの政策では、我が国の港湾の特徴を捉え施策しているとはい
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えず、取扱量の減少の結果を根拠に港湾設備の整備という論理を展開していることがわかる。 
 しかし、これらの政策が敷かれた後も政府としては、港湾コストやコンテナ取扱量、基幹航路
の寄港減少から我が国の港湾の相対的な地位の低下を懸念しつづけ、中枢・中核港湾の育成、つ
まりハブ港湾の育成に重点を置いた政策として 2002 年にスーパー中枢港湾政策(21)、2010 年に国
際コンテナ戦略港湾政策(22)をおいた。 
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2.2. スーパー中枢港湾政策以降の拠点港湾政策の概要 
スーパー中枢港湾政策(21)では物流施策大綱で明示したハブ港湾の育成と開発を推進するため
に、京浜港、伊勢湾、阪神港の 3大港湾をスーパー中枢港湾として法的に位置づけることとした。
「コンテナターミナルのサービス水準の向上や港湾コストの低減を通じて基幹航路の寄港頻度を
維持し、効率的な物流体系を構築すること」を目的とし、目標として掲げられたのはリードタイ
ムを 1日程度に削減することと港湾コストの 3割低減が目標とされた。この際に説明(21)された現
状の分析では物流施策大綱と同様にコンテナの取扱量の減少、5,000TEU 以上の船舶の寄港減少、
他国におけるターミナルオペレーターの経営実態等が紹介され、これに対応するために港湾の大
型化・高度化、港湾の 24時間荷役対応、大型ターミナルオペレーターの育成を具体策として掲げ
た。 
 スーパー中枢港湾の政策は 2010年に総括され、国際コンテナ戦略港湾へと引き継がれた。 
 国際コンテナ戦略港湾政策(22)では、「選択」と「集中」という言葉を掲げ、3大港湾体制から京
浜港と阪神港の 2 港への投資に絞られた。この政策でも、スーパー中枢港湾政策と大きく変わり
なく、港湾の取扱量や基幹航路の寄港減少といったことから国際競争力の低下と主張し、「釜山港
やシンガポール港に伍する港湾」を目指すことを目的とし、2015年までに国際コンテナ戦略港湾
において国内集荷を増やすことで、他国でのトランシップ率を半減させることと北米基幹航路の
デイリーサービスの維持、2020年までに他国から国際トランシップをされる港湾となることを目
標に掲げた。 
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2.3. 我が国の港湾政策に対する問題意識 
我が国では「国際競争力の向上」を掲げてスーパー中枢港湾政策(21)や国際コンテナ戦略港湾政
策(22)を策定してきた。しかし、スーパー中枢港湾政策が進み国際コンテナ戦略港湾政策が始まる
際には、報道で「アジア拠点港 道険し」(23)や「『選択と集中』の欺瞞」(24)といった非常に厳し
い文言が並んだ。 
こうした報道がなされるように、「国際競争力の向上」を目指した近年の政策に対しては数多く
の疑問や指摘の声が上げられ、研究も行われている、 
津守(6)は「日本港湾の「国際競争力」という議論はトータル物流という観点からは限定された
港湾機能にのみ当てはまること、②「競争力の国際比較」という議論ではなく、日本における港
湾機能集積のあるべき内容（＝国内に維持・強化すべき機能とは何か）を議論すべきであること、
③ただし機能集積の内容は国内港湾ごとに多種多様であること、④したがって、日本全体のみな
らず少なくとも東アジア域内における物流機能配置とそれを支える仕組み全体についてのヴィジ
ョンが必要であること、である」と述べ日本が港湾政策の根拠とする国際競争力、つまり日本に
とっての国際競争力の定義が十分議論されていない事と国際競争力の定義が不明なため、国際的
に比較する土俵が不明確なまま日本港湾の優劣を論じている点に問題があると指摘をしている。 
二村(7)は我が国の港湾政策について、「いわゆるグローバルハブ港を目指すことがしばしば当然
のように語られるものの、なぜ目指す必要があるのかという議論が行われないまま進められる傾
向があるように思われる。」と述べている。その上で「競争力の高い港湾とは、より多くの貨物を
集めることが出来る港湾である」とし、「船社から選択され、貨物が多く集まる港であるためには、
港湾事業者としては港湾利用料金の引き下げの努力、提供するサービス水準の向上に努めること
が必要であろう。特にサービスの改善については、諸活動の時間の短縮の重要性が指摘されてい
るものと思われる。」とまとめている。つまり、競争力とは、貨物集荷力の大小が前提であり、貨
物集荷に影響をあたえるような利用者の求める機能を備えることにつながる。 
松尾(8)は「相変わらず岸壁水深や岸壁延長、奥行きなどとコンクリートに関連する部分を求め
ている。結局は成長路線（拡大路線）の政策から抜けきれず、縮小のための全体像が描かれてい
ない。」と指摘しており、「港湾政策は産業政策や都市政策の結果でもあり、港湾だけで解決でき
る部分は限られている」とそもそも競争力、つまり貨物集荷力の低下は港湾政策だけの問題では
ないとしている。また別の論文(25)において「国際競争力に関していえば、海外貨物のトランシッ
プは、我が国の港湾では期待できないと覚悟すべきである。一番の問題は、国内の貨物が釜山港
を利用して基幹航路にトランシップすることであろう。」、「もう一つは、地方のコンテナ港湾の整
理であろう。」と国内荷主の海上輸送経路を十分に議論しないまま、他国からの貨物集荷を議論す
ることを問題と考えている。 
根本(13)は「少し前まで日本の企業は日本の港湾を通して必要なものを調達し生産し、日本の港
湾から海外へ製品を輸出していた。日本の港湾が安くて便利ならば日本の国際競争力は高まるか
もしれなかった。しかし、日本の企業も多国籍化し、適地に立地し必要な原材料を近隣諸国から
調達し、立地国や周辺国に販売するようになってきた。サプライチェーンの川上企業、川下企業
がドアトゥドアの国際インターモーダル輸送でつながることが求められており、日本の港湾はそ
れを支えるハード・ソフトインフラの一部分でしかなくなった。」と述べており、産業構造の変化
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等が十分に考慮されていないことが指摘されている。 
こうした指摘にあるように我が国では港湾政策において根拠とされる国際競争力自体が十分に
政策上で議論されていないことが、我が国の港湾政策への問題意識の根底にあることがわかる。 
現在の政策では港湾の特徴について港湾利用の特徴と港湾が備える機能から検討した上で施策
をしているとは言いがたく、特に、5,000TEUを超える船舶のみに限定して基幹航路の減少を危惧
し相対的な地位の低下を論じるという点には、航路毎の就航船舶の特性や我が国に寄港する船舶
の構成等を検討していない点で疑問が残る。 
 スーパー中枢港湾政策以降ターミナルの一元管理が叫ばれたものの、釜山港やシンガポール港
では港湾管理者が 1 団体であるのにもかかわらず、我が国は、複数の地方自治体が雑居する現状
である。 
 またターミナルオペレーターについても、釜山港と比べても我が国は多く、シンガポール港で
はすでに 1社で行われている。我が国が競争比較を行う港湾ではすでに一元管理が行われており、
その差も歴然である。 
こうした現状の方策として挙げられたことは、岸壁の大水深化、港湾設備の高度化、ターミナル
運営の一元化、フィーダーネットワークの強化、物流コストの低減、港湾稼働の 24時間化等とこ
の政策依然飲ものをまとめたもので大きな変化はなく、これらの方策を決定するに当たり、我が
国の港湾の特徴を捉えた上での計画は十分ではない。 
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3. ハブ港湾の形成と機能 
3.1. ハブ港湾形成の要素 
 ハブ・アンド・スポーク理論については多数の文献(26)(27)(28)ですでに論じられている。ハブ港
湾とは海上輸送ネットワーク上の拠点港湾を指す。ハブ港湾を置かない場合では、港湾間の輸送
数分の航路が作られる。しかし、ハブ港湾をそれらの複数港湾の中に設定することで一度ハブ港 
湾に貨物を集荷し、ハブ港湾間の基幹航路を軸にしたネットワークが形成され輸送が集約される
(28)。 
 コンテナ輸送では特にこのハブ・アンド・スポークネットワークが形成されている。国家や地
域単位でハブ・アンド・スポークの構築がなされ、その他のハブ・アンド・スポークネットワー
クをハブ港湾同士でつながるようにコンテナ輸送ネットワークは形成されている。このハブ港湾
同士をつなぐネットワークを基幹航路と呼ぶ。 
 ネットワーク上で実際に輸送を司るコンテナ船でも同様に大型船導入により集約のような効果
が期待できる。船型を大型化するメリットとデメリットについては石原ら(27)がまとめている。メ
リットとしては大型化によって運行費が抑制され、コンテナ 1TEU当たりの貨物輸送コストが減少
するスケールメリット、大型化することによりコンテナが大量に運べることで効率性が上がると
いう航路・貨物量による優位性が挙げられている。しかしデメリット需給バランスがとれていな
いと非効率的になる点、大型の港湾設備が要求され入港地が限られる点が挙げられている。加え
て、臼井(29)は大型化を行うことで、コンテナ船特有のウィークリーサービス提供を守るために、
寄港地の絞り込みが行われることを上げている。 
  このような船舶、貨物が集まるハブ港湾が形成される決定要因について、十分な貨物集荷が
必要であるとされている(26)(27)。また、石原ら(27)は港湾設備と集荷の関係が希薄である点につい
て指摘しており、中田ら(26)は港湾管理者が港湾をハブと位置づけたとしても、海上輸送の場合、
船社が港湾をハブとして使うかによって決まると指摘しており、貨物需要の他に、地勢的に他の
ハブ港湾と近いことの必要性、経済性や時間などのコストやサービスが集約前と比べて優れてい
ることが必要であると指摘している。 
ハブ・アンド・スポークが形成されるまでは個別に少量の輸送が発生し小型船舶で輸送を行な
っていたネットワークも、ハブ・アンド・スポークネットワークが構築され輸送が集約されるこ
とにより基幹航路部分にはより大型の船舶が配置されるようになる。大型化によって寄港地が絞
り込まれ、ハブ・アンド・スポークネットワークの範囲も拡大し、ハブ港湾もより絞られていく
事が考えられる。つまり、ハブ港湾としては貨物集荷力、地勢的優位性、コスト・サービス優位
性がより高い港湾であることが過去よりも一段と重要になる。二村(7)が指摘したように、地勢的
優位性の向上は三要因の中でも非常に困難な条件であるが、港湾政策において港湾の利用者のニ
ーズに即したものでなければならない。 
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3.2. ハブ港湾の機能 
 ハブ港湾の機能としては国際臨海開発研究センター(30)が 3つに集約されるとしている。大水深
コンテナターミナルの整備、トランシップ獲得のための優遇政策、ロジスティクス機能の整備で
ある。これは、港湾がハブ港湾であるという前提条件として基幹航路の寄港を集め、大型船が高
頻度で寄港することとしている。 
 各項目について読み解くと、大水深コンテナターミナルの整備とは、大型船が寄港できるよう
に岸壁を含める荷役設備を整えることである。 
貨物集荷の機能については、Huang ら(31)や Song ら(32)によるとハブ港湾は必ずしも背後地の貨
物取扱量が多いことがハブ港湾となる要因ではなく、周辺地域や多地域からの集荷を集めること
や港湾での高付加価値サービスの提供による貨物集荷が考えると報告している。これらのことか
ら、ハブ港湾といっても、備える機能の異なるハブ港湾が存在すると意識しなくてはいけない。
津守(16)では港湾を荷役・生産の一体港湾である産業港湾、荷役作業と多様な物流ニーズへの対応
が可能な港湾の商業港湾、トランシップ港の 3種類に分類している。 
以上より、ハブ港湾としての機能を大きく分けると背後地貨物集荷型、トランシップ集荷型の
2つに分類できると考えられる。 
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3.3. 我が国の港湾が目指すハブ港湾の目標 
 ここで我が国が目指すハブ港の姿について再度整理を行う。 
 我が国の国際戦略港湾政策(22)(33)で「選択と集中」によって強化するとしている目標は以下の 4
点にまとめられる。 
• 東アジアにおいてトランシップされる日本の輸出入貨物を減らし、欧米基幹航路の我が国へ
の寄港を維持拡大する。 
• 阪神港、京浜港の 2 港において、民間の港湾運営会社に寄る運営を行うことで効率を向上さ
せる。 
• “国際フィーダー航路”等により日本各地の貨物を京浜港と阪神港に集約する。 
• 港湾サービスの向上のために、集荷策を策定し、港湾周辺の渋滞対策を行い、港湾運営会社
の統合支援するソフト面の工場を目指す。 
 以上の目標を達成するために国土交通省は具体策として、船舶の寄港増加と貨物の集荷作とし
て港湾でかかるコストの低減や周辺用地の低廉化、フィーダーネットワークの拡大、ゲートオー
プン時間の拡大を掲げ、基幹航路の寄港促進策としては、大型コンテナ船への対応のための岸壁
大推進化、荷役の短時間化を掲げ、港湾のサービス面などのソフト面を向上させるために、ター
ミナル運営を効率的に行うための調整会議を行うことでターミナル間の連携を図る策、情報化の
推進を掲げている。 
 しかし、これらの施策の裏付けとなる説明が非常に乏しい。港湾利用者の利用の特徴を明らか
にしないまま、十分な根拠などが説明されず、港湾政策に対しては疑問が投げかけられている。 
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4. 分析データ及び分析対象の説明 
4.1. 分析データの説明 
 本研究では分析を行なっていく上で、2010年のデータを用いた。2010年以降のデータを用いる
ことは我が国の港湾の特徴を分析する上で東日本大震災による海上輸送への影響を受ける可能性
が考えられる。本研究では平時における港湾の利用の特徴を明らかにすることを目的としている
ため、入手可能なデータの内、東日本大震災の影響が数年内に存在することを考慮すると 2010年
のデータを用いることとした。 
 また、各データで地域の割り振りについて異なっているが、本研究では整合性を取るために、
各データに対して再割当てを行った。地域区分については 4.2で説明を行う。 
本研究では以下の 3つのデータを用いることにより港湾の特徴を明らかにした。 
(1) 船舶動静データ 
(2) コンテナ取扱量のデータ 
(3) 港湾設備のデータ 
 本節では 3つのデータを 3項に分けて説明を行う。 
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4.1.1. 船舶動静データ 
 本研究で用いた船舶動静データは InformaPlc社の Lloyd’s List Intelligence(以下 LLI)とい
う海運業界の情報サービスより提供される有料のデータベースである。 
 表 4.1には船舶動静データのデータベースに含まれるデータを示す。 
 船舶動静データとは、船舶が港湾に寄港する場合、運河を通航するたびに、船舶の動静状態と
して記録が行われる。 
各行に 1 船舶の所在地と所在地への到着日を軸に、到着予定日時、出帆日時、出帆予定日時、
航海状態、データの更新日時を記載する１行ごとに固有のデータを記載したものである。 
記載されている船舶の情報や所在地情報については、LLI と Lloyd's Register – Fairplay 提
供の付属データベースと紐付けを行うことで、詳細な分析が可能になる。 
表 4.2 には船舶諸元のデータベースに含まれるデータを示す。記載された船舶、所在地、航海
状態についてはそれぞれ、船舶については、船舶の名前、IMO番号、船籍地、運行社、最大船速、
最大貨物積載量、船舶の全長、型幅、満載吃水等の情報等が記載される。 
表 4.3 には場所情報のデータベースに含まれるデータを示す。所在地については港湾や錨地、
主要運河、主要海域等の水域等といった水域の種類、所在国、緯度、経度等の情報、公開状態に
ついては停泊中、錨泊中、航下中、廃船、新造船後の竣工等の情報が記載されている。 
これらのデータについては LLI にデータ注文時に必要なデータの範囲を選択して購入を行うこ
とができる。表 4.1、表 4.2、表 4.3には本研究で使用したデータの内訳を示す。 
本研究では、2010年 1月 1日から 12月 31日までの 1年間分の船舶動静データを使用した。 
使用にあたっては、船舶動静を捉える際に所在地を必ず港湾にあることとし、港湾以外のノー
ドにある行は除外することとした。また、年内に廃船とされる船舶と係船される船舶、修理中等
の輸送に従事しない船舶についても除外することとした。 
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表 4.1 船舶動静データのデータベースに含まれるデータ 
 
 
表 4.2 船舶諸元のデータベースに含まれるデータ 
 
データベース上の表記 説明
VESSEL ID 各船舶固有の識別番号
MOVE REFNO データベース全体を通した動静ID
MOVE ID 各船舶の新造時からの動静ID
PLACE ID 所在地の場所ID
MOVE TYPE 動静の種類
MOVE TYPE QUALIFIER 動静の種類の詳細区分
ARRIVAL DATE 到着日
ARRIVAL TIME 到着時間
SYSTEM ARRIVAL ESTIMATE 到着予定日
ARRIVAL DATE QUALIFIER 到着日の登録を行った時間
SAIL DATE 出帆日
SAIL TIME 出帆時間
SYSTEM SAIL ESTIMATE 出帆予定時日
SAIL DATE QUALIFIER 出帆日の登録を行った時間
PREV PLACE ID 前の寄港地の場所ID
PREV SAIL DATE 前の寄港地の出帆日
PREV SAIL TIME 前の寄港地の出帆時間
PREV SAIL SYSTEM ESTIMATE 前の寄港地の出帆予定日
PREV SAIL QUALIFIER 前の寄港地の出帆時間の登録を行った時間
NEXT PLACE ID 次の寄港の場所ID
NEXT PLACE ARRIVAL DATE 次の寄港地の到着日
NEXT ARRIVAL TIME 次の寄港地の到着時間
NEXT ARRIVAL SYSTEM ESTIMATE 次の寄港地の到着予定日
NEXT ARRIVAL QUALFIER 次の寄港地の到着日の登録を行った時間
EDIT DATE データの編集日
データベース上の表記 説明
VESSEL ID 各船舶固有の識別番号
IMO 各船舶固有のIMO番号
VESSEL NAME 各船舶の名称
VESSEL NAME START DATE 各船舶の名称が使用され始めた日
VESSEL NAME END DATE 各船舶の名称の使用が終了した日
BUILT 建造年
GROSS 総トン数
NET 純トン数
DWT 載貨重量トン数
GENERIC TYPE 船種
SUB TYPE 船種の詳細な区分
LENGTH OVERALL 全長
BREADTH MOULDED 船幅
DRAFT 満載喫水
REEFER PLUGS リーファープラグ数
TEU DECK CAPACITY デッキ上のコンテナ満載積載量
TEU HOLD CAPACITY 船倉内のコンテナ満載積載量
TEU TOTAL CAPACITY コンテナの満載積載量
SPEED IN KNOTS 航海速力
DESIGN SPEED 建造計画時航海速力
VESSEL EDIT DATE データの編集日
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表 4.3 場所情報のデータベースに含まれるデータ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
データベース上の表記 説明
PLACE ID 場所ID
PLACE NAME 場所の名称
COUNTRY 所属する国
AREA 所属する地域
AREA SEQUENCE 所属する地域の種類
PLACE TYPE 場所の種類区分
LATITUDE 緯度
LONGITUDE 軽度
RECORD LAST UPDATED データの編集日
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4.1.2. コンテナ取扱量のデータ 
船舶動静データでは港湾におけるコンテナ取扱量を知ることはできない。本研究ではコンテナ
取扱量を分析するために以下の 2つのデータを用いた。 
(1) Containerisation International Yearbook(34) 
(2) 平成 20年度 全国輸出入コンテナ貨物流動調査(35) 
 世界のコンテナ取扱量については Containerisation International Yearbook(34)を基にデータ
ベース化を行った。 
しかし、Containerisation International Yearbook(34)では各国や港湾におけるコンテナの取
扱量を知ることができるが、コンテナの輸出入の仕出し地、仕向け地等の流動に関するデータの
分析を行うことができない。そこで本研究では我が国のコンテナの輸出入の流動について、国土
交通省が 5年に 1度詳細に調査を行う全国輸出入コンテナ貨物流動調査(35)を用いることでコンテ
ナ取扱量の特徴の分析を補完することとした。ただし、研究では 2010年のデータを用いているが、
5年に 1度の調査のために最新のデータとしては 2008年度の調査のみが利用可能である点と本研
究で用いるその他のデータが対象を 1年間としているのに対して、2008年 11月 1日から 11月 30
日までの 1ヶ月間の詳細調査を基に 2008年度のコンテナ貨物流動の傾向を捉える調査であるとい
う点に注意をしなければいけない。 
このため本研究では 2010年のデータを軸とするが、コンテナ貨物流動については 2008年度の
調査をもって最新とし、分析を行う。 
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4.1.3. 港湾設備のデータ 
 本研究では港湾設備利用の特徴を明らかにするために、各港湾の港湾設備についても整理を行
いデータベース化した。 
 本研究では港湾設備について Containerisation International Yearbook(34)を基にデータベー
ス化を行った。 
 Containerisation International Yearbook(34)からは各港湾についてターミナルごとに設備の
記載を行なっている。また、港湾管理者（代表者）の連絡先、各ターミナルの代表者の連絡先や
ターミナル運営会社の連絡先も記載されている。 
 港湾設備についてはバースの諸元、ターミナル内の荷役設備及び荷役に関する情報を記載して
いる。 
本研究ではコンテナ船の荷役で利用される岸壁と一般貨物を取り扱いコンテナ荷役の設備を持
つ岸壁を対象とし RORO船で利用される岸壁及びバージ船で組織されるターミナルは除外した。 
バースについては、バース数、バース長、バースの水深をデータベース化し、ターミナル内の
荷役設備及び情報としてはターミナルの総床面積、ガントリークレーン、ターミナルにおける船
舶への荷役曜日と時間をデータベース化した。ガントリークレーンについては、InfromaPLC社へ
問い合わせの上、”Ship-Shore container gantry”と”Mobile Crane”を船舶と岸壁間で荷役を
行うガントリークレーンとして数えた。 
また、我が国については港湾の管理方法が諸外国と比較して複雑である。例えば、1 つの埠頭
地域に多数のターミナルが存在し、さらに、埠頭内に公共埠頭という名前で複数のターミナルオ
ペレーターにより荷役が行われる設備がある。このため、ターミナルという区分をより正確に確
認を行うために、各港湾の HP(36)(37)(38)(39)(40)と国際輸送ハンドブック(41)を利用した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20 
 
4.1.4. 本研究の分析で用いたデータの注意 
 本研究の分析で用いたデータは 4.1 項内で説明したデータを用いて分析を行った。これらのデ
ータは各社が独自及び外部のデータを用いて集計したものである。その為、同様のデータでも用
いるデータによっては値が異なる事がある。 
 船舶動静データについても捕捉率は 100%ではない。実際の AIS などと照らし合わせることで
さらに船舶動静の捕捉率を向上させることができると考えられるが、本研究では行っていない。  
 また、廃船、係留船、新造船等のコンテナの輸送業務から外れるような動静の船舶については
除外を行ったが、新造船や係留船などの動静状態が営業外の状態かどうかについては、ある時点
の動静状態を示すコードが航海状態に変更された時を境に営業運航中とすることとした。このた
め、実際の動静ではコンテナが積載されていない場合が考えられる。ただし、これは非常に小さ
い割合であるため無視して良い。 
 コンテナ取扱量や港湾設備については Containerisation International Yearbook(34)を用いたが、
中国等を代表に実際の国や自治体・地方政府が公開している統計と異なることがある。この点に
ついて、本研究では Containerisation International Yearbook(34)を軸として分析を進めている。 
 しかし、分析の中で値が課題なものなどについては国際輸送ハンドブック(41)や港湾の HP 
(36)(37)(38)(39)(40)(42)(43)(44)を確認し港湾設備について再度比較・確認を行った。 
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4.2. 分析対象の説明 
4.2.1. 世界の地域と地区の区分 
LLI 提供の船舶動静データにはノードの地理情報が記載されているが、本研究では世界の地理を大
きな集合で分析するために国連の地域区分と LLIの分類を元に、世界を 9地域 33地区に分類した。 
世界の地域区分は国際連合が用いる区分(45)を基に行った。 
図 4.1には地域区分を示す。地域区分については北米、中米、南米、東アジア、オセアニア、欧州、
アフリカ、極地地域に分類した上で、欧州からアジアにまたがるロシアを 1 地域とし、パナマ運河を
境界に北米と中米を北米として 1 地域にまとめ、南米を 1 地域とした。こうした地区区分を LLI のノ
ードの地理情報と関連付けることで分析を行った。 
さらに、詳細に分析を行うために、地域を 33地区に分割した。国家単位ではなく新たに地区区分の
振り分けを行う理由としては、我が国の様に地勢的な関係から 1 国内に 2 つの拠点港湾政策を行う国
家や中国の様に 1 カ国が広大で複数の経済圏を要するような国家が存在することから、地理的に分割
を行った。東アジア以外の地域については LLI 固有の分類を用いた。東アジアについては、図 4.2 に
地区区分を示す。我が国については 2 つの拠点港湾政策である国際コンテナ戦略港湾政策と日本海側
拠点港湾政策から日本太平洋側地区と日本日本海側地区の 2 地区に分けた。中国は中国の政策である
全国沿海港口配置計画(46)で中国沿海部を 5つの港湾群に分割している。これに基づいて 5地区に分割
した。国際連合の区分では LLI でも区分としては異なり、このことからフィリピンも 1 つの地区とし
た。その他の地区については LLIと国連で同様の区分であるため、LLIの区分に従った。 
 
 
図 4.1 世界の地域区分 
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図 4.2 東アジアの地区区分 
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4.2.2. 分析対象港湾 
 本研究で対象とする港湾については表 4.4に一覧として示す。 
 本研究では港湾の特徴を把握することによって我が国の港湾政策を考察することを目的として
いる。その中でも、我が国については、コンテナ拠点港湾政策について明らかにするため、我が
国の国際海上輸送の中心的政策である国際コンテナ戦略港湾政策で選定された 2 港湾を軸として
分析を行なっていく。分析を行う上で我が国の港湾について特徴を把握する為に、我が国の異な
る拠点港湾政策である日本海側拠点港湾政策の港湾や我が国以外の港湾との比較を行った。 
 我が国の分析対象港湾は、国際コンテナ戦略港湾の京浜港と阪神港を取り扱う。 
 港則法や関税法上では京浜港と阪神港として存在しているが、実際には京浜港と阪神港は、東
京港、川崎港、横浜港の 3港湾で京浜港を構成し、大阪港と神戸港で阪神港を構成している。 
 本研究では京浜港については東京港と横浜港の 2港、阪神港については大阪港と神戸港の 2港
の 2港湾 4港についての分析を行った。川崎港については 2004年にコンテナターミナルオペレー
ターが破産を宣言した(47)。この結果、川崎港のコンテナターミナルの運営は混乱し、京浜港のそ
の他 2 港湾と比べるとコンテナ取扱量は著しく下がり、現在でも取扱量は著しく低い我が国の地
方港並であり参考文献(34)でも取扱量多い港湾の一覧表に記載されない場合がある。このため、本
研究では国際的に比較していく上で川崎港は対象から外し、京浜港は東京港と横浜港の 2 港湾を
指すこととした。 
 また、日本海側拠点港湾政策の港湾としては、日本海側拠点港湾政策中の港湾で最も取扱量の
多い博多港を対象港湾として分析を行った。 
 海外の港湾については比較を行なっていく上で東アジアから中国の長江デルタ地区以外の地区、
韓国地区、フィリピン地区を除いた地区からは取扱量上位の 2 港湾を選び出した。中国からは各
地区から取扱量上位の港湾を 1 港湾選択した。特にコンテナ取扱量が多い長江デルタ地区からは
上海港と寧波港の 2港湾を選択した。珠江デルタ地区からは香港港の 1港湾を選択した。香港港
と近接する深セン港も取扱量が非常に多い港湾であるが、深セン港は中国の中でも 3港区で 1港
湾となり、各港区が地理的にも非常に離れている点で非常に特殊であり参考文献(34)でも注意書き
を用いて特別な扱いをされている。本研究では日本の拠点港湾を中心として分析を進めることが
最大の目的であるため本研究では深セン港は分析の対象としての優先度は下がるため対象港湾か
ら外した。韓国地区については、釜山港は韓国の海上輸出入貨物の 97%を取り扱う港湾(48)であり、
拠点港湾政策として比較していく上で、釜山港のみを対象港湾とすることで妥当であるといえる。
フィリピン地区については、マニラ港が代表的な港湾として挙げられるが、他地区と比較して取
扱量は低く、また、参考文献上(34)でのデータの整合性に疑いがあるために分析から外した。 
 東アジア以外の港湾については東西基幹航路上のコンテナ取扱量の多い港湾を各地域から 1 港
湾ずつ選定した。 
 ただし、5.1や 5.2.1では表 4.4に示される対象港湾以外の港湾も含まれる。5.1では我が国の
コンテナ貨物の流動についての分析であるため、我が国の対象港湾以外の港湾が含まれ、また、
5.2.1 では全世界を対象として地域間等のつながりの分析を行なっているため、全世界の港湾が
分析対象として含まれる点に留意されたい。 
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表 4.4 対象港湾の一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
東アジア 京浜港 東アジア 阪神港 東アジア 博多港
東アジア 東京港 東アジア 大阪港
東アジア 横浜港 東アジア 神戸港
東アジア 釜山港 東アジア 基隆港 北米 ロサンゼルス港
東アジア 青島港 東アジア 香港港 北米 ニューヨーク港
東アジア 上海港 東アジア シンガポール港 中東 ドバイ港
東アジア 寧波港 東アジア ポートクラン港 欧州 フェリクストウ港
東アジア 厦門港 東アジア レムチャバン港 欧州 ロッテルダム港
東アジア 高雄港 東アジア ホーチミン港
海外の港湾
我が国の港湾
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4.3. 本研究で利用する略称の説明 
 最初に地域区分の略称について説明する。本研究では北アメリカ及び中央アメリカを北米、ヨ
ーロッパを欧州と呼ぶ。南アメリカアフリカを AF、東アジアを EA、欧州を EU、中東を ME、北米
を NA、オセアニアを OC、ロシアを RU、南米を SAとした。 
 さらに 5.2.1 の就航地域のつながりの特徴の中では図中表記の関係から、港湾を略称で表記す
ることとした。略称については表 4.5に示すとおりである。 
 
表 4.5 港湾の略称 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
略称 港湾 略称 港湾
BND バンダレアッバス港 NGO 名古屋港
BNE ブリスベン港 NSA ジャワハルラール・ネルー港
BUS 釜山港 OAK オークランド港
CGP チッタゴン港 OSA 大阪港
CMB コロンボ港 PKG ポートクラン港
DUR ダーバン港 PSD ポートサイド港
FRE フリーマントル港 RTM ロッテルダム港
HKG 香港港 SEA シアトル港
HPH ハイフォン港 SGP シンガポール港
JEA ジュベル・アリ港 SHA 上海港
JED ジッダ港 SLL サラーラ港
KAN 光陽港 SSZ サントス港
KAO 高雄港 SZX 深セン港
KEU 基隆港 TAO 青島港
KHB 神戸港 TXG 台中港
KHI カラチ港 TYO 東京港
LAX ロサンゼルス港 USN 蔚山港
LCH レムチャバン港 VVO ウラジオストック港
LGB ロングビーチ港 XMN 厦門港
MAA チェンナイ港 YOK 横浜港
NGB 寧波港
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5. 港湾の取扱量の特徴 
5.1. 港湾取扱量と年間寄港回数の特徴 
表 5.1 にはコンテナ取扱量と年間寄港回数の特徴を示す。＊は日本の港湾を示し赤字は国際コ
ンテナ戦略港湾（以下国際戦略港湾）を示す。本論文中においては同様の表記を行なっていく。
また、本論文では川崎港を除いて東京港と横浜港を併せて京浜港と呼び、大阪港と神戸港を阪神
港として表記する。 
また本論文では分析対象港湾との比較を行うために、中央値を用いるが、本論文で指す中央値
は日本港湾を除いた対象港湾の中央値を指す。 
 最初にコンテナ取扱量について述べる。日本港湾のコンテナ取扱量は、周辺の韓国、台湾、中
国の環渤海地区、長江デルタ地区、中国東南海地区、珠江デルタ地区に存在する港湾を上回る取
扱量がある港湾は存在しない。台湾については大阪港と博多港を除いた港湾が基隆港を上回って
いるものの、高雄港と比べると各港湾は下回る。政策で目標とされるシンガポール港や釜山港と
比べると、最もコンテナ取扱量の多い京浜港でも、シンガポール港の 27%、釜山港の 53%である。
特に阪神港については取扱量の中央値と比較しても 42%の取扱量であり、東アジアの港湾でいえ
ばホーチミン港程度の取扱量で、他港湾と比較しても少ない事がわかる。 
国内でみても、京浜港と阪神港を比較すると、阪神港は京浜港の 50％の取扱貨物量である。さ
らに、阪神港は東京港単独の貨物取扱量を約 46万 TEU下回る。 
 国際拠点港湾の構成港湾について個別にみると、京浜港においては東京港の方が横浜港に比べ
て 131%の取扱量がある。阪神港においては、神戸港の方が大阪港より 202%の取扱量がある。 
日本海側拠点港湾の博多港は対象港湾中で最も取扱量は少ない。国際戦略港湾の各港と比較す
ると、京浜港の東京港の 17％、横浜港の 23％、阪神港の神戸港の 29％、大阪港の 60％の取扱量
であり、国際戦略港湾の各港湾と比較すると、大阪港を除いてどの港湾も博多港の 2 倍以上の取
扱量がある。 
これらのことから、我が国港湾のコンテナ取扱量について以下の様な特徴がいえる。 
 我が国の港湾のコンテナ取扱量は海外の港湾と比較してコンテナ取扱量が少なく、中国、韓
国、台湾の周辺港湾と比べてもコンテナ取扱量は少ない。 
 国内の国際戦略港湾を比較すると、京浜港が最もコンテナ取扱量が多く、阪神港の 200％の
コンテナ取扱量があることから、国際戦略港として阪神港はコンテナ取扱量が少ないといえ
る。 
 国政戦略港湾を構成する各港湾でもコンテナ取扱量に差がある。特に阪神港において神戸港
は大阪港の 200%のコンテナ取扱量があることが特徴である。 
 日本海側拠点港湾の博多港と国際戦略港湾の各港湾を比較しても、コンテナ取扱量は少ない
事がわかる。 
 
次に船舶の年間寄港回数について述べる。 
日本の港湾は寄港回数でみると対象港湾の中で順位が上昇する。日本港湾では、京浜港が最も
寄港回数が多いが、京浜港はコンテナ取扱量において中国の環渤海地区でコンテナ取扱量が最も
多い青島港、台湾で最もコンテナ取扱量が多い高雄港、中国の東南海地区で最もコンテナ取扱量
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が多い厦門港よりコンテナ取扱量が少ないが、寄港回数ではいずれの三港湾より寄港回数が多い。
中央値と比較しても、国際戦略港湾の京浜港と阪神港は上回る。特に京浜港は中央値の 210%であ
り、対象港湾と比較しても多いといえる。ただし、政策で目標とされるシンガポール港や釜山港
と比較すると、京浜港でもシンガポール港や釜山港よりも年間寄港回数は少ない。京浜港は、シ
ンガポール港の 69％、釜山港の 83%であり、コンテナ取扱量と比較する場合と比べて寄港回数で
みると差は縮まる。 
国内でみると、京浜港と阪神港を比較すると、年間寄港回数は京浜港が阪神港の 145％であり、
京浜港のほうが年間の寄港回数が多いことがわかる。 
国際拠点港湾の各港湾について個別にみると京浜港を構成する 2 港湾共に中央値を超える。阪
神港の 2 港湾は中央値を下回る。京浜港では横浜港の方が年間寄港回数は多く、横浜港は東京港
と比べて 105%であり、阪神港では神戸港の方が年間寄港回数は多く、神戸港は大阪港と比べて
116％である。コンテナ取扱量で比較すると神戸港が 200％のコンテナ取扱量であったが、年間寄
港回数でみると神戸港は 116％の取扱量で 84%差が縮まる。 
日本海側拠点港湾の博多港は中央値と比較すると 36%であり年間寄港回数も少ないことがわか
る。国際戦略港湾の各港湾と比較すると、横浜港の 33％、東京港の 35％、神戸港の 43％、大阪
港の 50％であり国際戦略港湾の各港湾と比較しても半分以下であり少ないといえる。 
これらのことから、我が国港湾の年間取扱量について以下の様な特徴がいえる。 
 我が国の国際戦略港湾は海外の港湾と比較して年間の寄港回数は少なくはない。特に周辺の
韓国の釜山港や中国の長江デルタ地区の上海港などと比較すると年間寄港回数は少ないが、
台湾の港湾や中国環渤海地区や東南海地区の港湾と比較すると年間の気候回数は多い。 
 国内でも京浜港を構成する 2港湾は中央値を超え少ないとはいえない。 
 国内の国際戦略港湾で比較すると、京浜港の方が寄港回数は多いがコンテナ取扱量比較する
場合と比べると差は小さくなる 
 国際戦略港湾を構成する港湾でも年間寄港回数に差があるが、コンテナ取扱量で比較する場
合と比べると差は小さくなる。特に阪神港ではコンテナ取扱量で比較すると神戸港と大阪港
の差は大きく縮まる。 
 日本海側拠点港湾の博多港と国際戦略港湾の各港湾を比較しても、年間寄港回数は少ない事
がわかる。 
  
次に、平均取扱量について述べる。平均取扱量とは、船舶の寄港 1 回あたりに荷役を行う平均
コンテナ取扱量を意味する。船舶の寄港 1 回あたりに荷役を行う平均のコンテナ取扱量が多い場
合は平均的に荷役を行う時間が長くなることが考えられ、反対位に平均取扱量が少ない場合は荷
役の時間は短い事が考えられる。 
日本港湾は対象港湾のどの港湾よりも平均取扱量が少ない。中央値と比較しても、コンテナ取
扱量と年間寄港回数が最も多かった京浜港でも中央値の 41%と半分を下回ることが分かる。 
 国内の国際戦略港湾を比較すると、京浜港の方が阪神港よりも平均取扱量が多く、京浜港は阪
神港の 145％である。 
 国際戦略港湾の各港湾で比較すると東京港が 835TEU/回と 4 港湾中で最も平均取扱量が多い。
28 
 
京浜港で比較すると、東京港は横浜港と比較すると横浜港の 137％の平均取扱量である。阪神港
で比較すると神戸港は大阪港の 174％の取扱量である。特に大阪港は対象港湾中で平均取扱量が
最も少ない。 
日本海側拠点港湾の博多港と国際戦略港湾の各港と比較すると、大阪港を除く国際戦略港湾と
比較すると平均取扱量は少ない。しかし、大阪港と比較すると博多港は大阪港の 118%の平均取扱
量がある。 
これらのことから、我が国港湾の年間取扱量について以下の様な特徴がいえる。 
 我が国の港湾は海外の港湾と比較しても平均取扱量は少なく荷役時間が短いと考えられる。 
 日本港湾の中でも京浜港と阪神港では京浜港の方が平均取扱量は多い。 
 国際戦略港湾の中で東京港は最も平均取扱量が多い。 
 大阪港は対象港湾中で最も平均取扱量が少なくこれは、国際戦略港湾ではない博多港よりも
少なく、平均取扱量の少ない港湾といえる。 
 
表 5.1 コンテナの取扱量と年間寄港回数 
 
 
 つづいて、我が国のコンテナ取扱についてコンテナの流動についての特徴について述べる。図
5.1には我が国が取扱うコンテナについて輸出と輸入に分けて貿易相手となる地域の特徴を示す。
ここで扱うデータは国土交通省の全国輸出入コンテナ貨物流動調査を元に分析を行う。 
 我が国の港湾は輸出と輸入では輸入量の方が多い。輸入量は輸出量の 120%である。 
港湾
コンテナ取扱量
（TEU)
港湾 年間寄港回数(回) 港湾
平均取扱量
（TEU/回）
上海港 29,069,000 香港港 17,201 青島港 3,644
シンガポール港 28,431,100 シンガポール港 16,063 ロサンゼルス港 2,968
香港港 23,699,242 上海港 13,037 寧波港 2,521
釜山港 14,194,334 釜山港 12,733 ドバイ港 2,313
寧波港 13,144,000 *京浜港 10,525 ニューヨーク港 2,266
青島港 12,012,000 ロッテルダム港 10,343 上海港 2,230
ドバイ港 11,600,000 ポートクラン港 8,788 ホーチミン港 2,165
ロッテルダム港 11,145,804 高雄港 8,065 厦門港 1,818
高雄港 9,181,211 *阪神港 7,680 シンガポール港 1,770
ポートクラン港 8,870,000 *横浜港 5,394 フェリクストウ港 1,432
*京浜港 7,565,135 寧波港 5,213 香港港 1,378
厦門港 5,820,000 *東京港 5,131 レムチャバン港 1,151
ニューヨーク港 5,292,020 ドバイ港 5,016 高雄港 1,138
レムチャバン港 5,068,076 レムチャバン港 4,405 釜山港 1,115
*東京港 4,284,944 *神戸港 4,125 ロッテルダム港 1,078
ロサンゼルス港 4,078,198 基隆港 4,097 ポートクラン港 1,009
ホーチミン港 3,856,000 *大阪港 3,555 *東京港 835
*阪神港 3,820,291 青島港 3,296 *京浜港 719
フェリクストウ港 3,400,000 厦門港 3,201 *神戸港 620
*横浜港 3,280,191 フェリクストウ港 2,375 *横浜港 608
*神戸港 2,556,291 ニューヨーク港 2,335 *阪神港 497
基隆港 1,962,896 *博多港 1,786 基隆港 479
*大阪港 1,264,000 ホーチミン港 1,781 *博多港 419
*博多港 748,580 ロサンゼルス港 1,374 *大阪港 356
中央値 9,181,211 中央値 5,016 中央値 1,770
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 我が国で最も輸出入が多い地域は東アジアであり、輸入が 603万トン、輸出が 263万トンであ
る。輸出入共に東アジアについで北米が多く、輸入で 92万トン、輸出で 83万トンである。 
輸出入共に 3番目に多いのが欧州で輸入は 72万トン、輸出が 71万トンである。 
 我が国の政府は基幹航路を集めることを目標としているが、基幹航路は東アジアと欧州や北米
とつながる東アジア域外と接続する航路を指す。そこで、東アジア域外の地域に着目すると東ア
ジア域外からの輸出で見れば、北米が最も多い。東アジアを除いた輸入量の 44％が北米からで、
東アジアを除いた輸出量の 34％が北米からの輸出である。 
 また、東アジアを除いた輸入量の 32％が欧州からであり、東アジアを除いた輸出量の 29％が欧
州からで、これは北米に次ぐ。 
 
 
出典） 平成 20年度 全国輸出入コンテナ貨物流動調査（1ヶ月調査） 
図 5.1 日本港湾の輸出先と輸入元 
 
 表 5.2には東アジア、北米、欧州の 3地域との輸出入における各港湾の国内取扱量に対する割
合を示す。 
 3 地域との輸出入では、欧州の輸出を除いた輸出入について京浜港が最も高い割合であること
が分かる。欧州への輸出については伊勢湾が最も高い割合である。 
 東アジアとの輸出入については京浜港において輸出が 33%、輸入が 35%で最も高く、次いで阪神
港において輸出が 24%、輸入が 27%で最も高い。国際戦略港湾の構成港湾ごとに特徴をみると京浜
港では輸出においては横浜港の方 5%が高い割合だが、輸入については東京港の方が 15%高い割合
である。阪神港においては輸出においては神戸港のほうが 7%高いが、輸入については大阪港のほ
うが 10%高い。 
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表 5.2 各地域との輸出入における各港湾の国内取扱量に対する割合 
 
 
以上までのことから港湾取扱量と年間寄港回数の特徴についてまとめる。 
 我が国の港湾のコンテナ取扱量は海外の港湾と比較してコンテナ取扱量が少なく、中国、韓
国、台湾の周辺港湾と比べてもコンテナ取扱量は少ない。 
 国内の国際戦略港湾を比較すると、京浜港が最もコンテナ取扱量が多く、阪神港の 200％の
コンテナ取扱量があることから、国際戦略港として阪神港はコンテナ取扱量が少ないといえ
る。 
 国際戦略港湾を構成する各港湾でもコンテナ取扱量に差がある。特に阪神港において神戸港
は大阪港の 200%のコンテナ取扱量があることが特徴である。 
 日本海側拠点港湾の博多港と国際戦略港湾の各港湾を比較しても、コンテナ取扱量は少ない
事がわかる。 
 我が国の国際戦略港湾は海外の港湾と比較して年間の寄港回数は少なくはない。特に周辺の
韓国の釜山港や中国の長江デルタ地区の上海港などと比較すると年間寄港回数は少ないが、
台湾の港湾や中国環渤海地区や東南海地区の港湾と比較すると年間の気候回数は多い。 
 国内でも京浜港を構成する 2港湾は中央値を超え少ないとはいえない。 
 国内の国際戦略港湾で比較すると、京浜港の方が寄港回数は多いがコンテナ取扱量比較する
場合と比べると差は小さくなる 
 国際戦略港湾を構成する港湾でも年間寄港回数に差があるが、コンテナ取扱量で比較する場
合と比べると差は小さくなる。特に阪神港ではコンテナ取扱量で比較すると神戸港と大阪港
の差は大きく縮まる。 
 日本海側拠点港湾の博多港と国際戦略港湾の各港湾を比較しても、年間寄港回数は少ない事
がわかる。 
 我が国の港湾は海外の港湾と比較しても平均取扱量は少なく荷役時間が短いと考えられる。 
 日本港湾の中でも京浜港と阪神港では京浜港の方が平均取扱量は多い。 
 国際戦略港湾の中で東京港は最も平均取扱量が多い。 
 大阪港は対象港湾中で最も平均取扱量が少なくこれは、国際戦略港湾ではない博多港よりも
少なく、平均取扱量の少ない港湾といえる。 
 また、これらの特徴から以下の様なことがいえる。 
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
京浜港 33% 35% 36% 49% 27% 43%
東京港 14% 25% 21% 27% 17% 31%
横浜港 19% 10% 15% 22% 10% 12%
阪神港 24% 27% 22% 23% 20% 28%
大阪港 8% 18% 6% 5% 2% 6%
神戸港 15% 8% 15% 18% 18% 22%
伊勢湾 22% 18% 24% 12% 29% 14%
名古屋港 19% 17% 23% 12% 28% 14%
四日市港 3% 1% 1% 0% 1% 0%
博多港 3% 4% 6% 4% 9% 2%
その他 18% 16% 12% 12% 16% 13%
EA NA EU
港湾
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 我が国の国際コンテナ戦略港湾は、コンテナ取扱量は少ないが、船舶の年間寄港回数は海外
港湾と比較しても少なくない。このため、船舶の寄港頻度としては世界と比較しても少なく
ないが、一度の荷物の取扱量は少ない港という特徴がいえる。このため我が国の港湾はコン
テナ取扱量の増加が喫緊の課題である。 
 特に京浜港は寄港回数でみると対象港湾の中でも上位に位置しており、コンテナの取扱量で
は阪神港の 200％の取扱量であり日本で最も多い。京浜港は日本の中で最も船舶の寄港頻度
が高く、コンテナ取扱量も多い港湾だといえる。 
 阪神港は、日本海側拠点港湾の博多港と比べると船舶の寄港回数やコンテナの取扱量は多い。
しかし、阪神港を構成する大阪港はその他の国際戦略港湾と比較するとコンテナ取扱量や年
間寄港回数は低く、特に平均の取扱量は博多港を下回る港湾であることから、コンテナの取
扱規模については博多港程度の国際コンテナ戦略港湾水準ではない港湾であるといえる。 
 日本海側拠点港湾の博多港は、コンテナ取扱量や年間寄港回数において国際戦略港湾と比較
すると取扱量が少なく、国際コンテナ戦略港湾より規模の取扱規模の小さい港湾だといえる。 
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5.2. 寄港船舶の特徴 
5.2.1. 寄港船舶の地域間のつながりの特徴 
 本項の分析では特に対象港湾を絞らずに分析を行った 
図 5.2では世界全体の地域間の輸送を示す。年間 500回以上の地域間輸送を抽出した。図中の
線の太さは他地域間の輸送回数に比例して太くなる。 
最も多い地域間輸送は欧州・中東間の輸送である。欧州から中東に向けた輸送は 8,996 回、中
東から欧州に向けた輸送は 8,551回である。 
東アジアに着目すると、南米を除いたすべての地域と年間 500 回以上の地域間輸送がある。東
アジア・中東間の輸送が最も多く、中東から入ってくる輸送が 5,599 回、中東に出て行く輸送が
5,248回である。次いで、東アジア・北米間の輸送が多く、北米から入ってくる輸送が 3,710回、
北米に出て行く輸送が 3,482 回である。三番目に東アジア・欧州間輸送が多く、欧州から入って
くる輸送が 1,256回、欧州へ出て行く輸送が 1,734回である。 
以上のことより、東アジアを中心とした北米・欧州とつながる、東西基幹航路上の地域間のつ
ながりが強いことが分かる。 
また、東西基幹航路上以外の地域では、オセアニアとアフリカとの輸送回数は出入り共に 1,000
回を超える。特に、オセアニアと東アジアは多地域と比較し、強いつながりを持つといえる。 
東西基幹航路上の東アジア・欧州航路は欧州直行よりも中東経由が多いと考えられる。これは図
5.3の 2010年の世界の地域間貨物流動で示されるように、船社は中東における貨物集荷も見込め
るため中東での貨物集荷を行うように航路設計を行うと考えられる。 
 
 
図 5.2 世界全体の地域間の輸送 
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出所） 赤倉ら (14)より引用。 
図 5.3 2010年の世界の地域間貨物流動 
  
最初に世界全体の地区間輸送について述べる。図 5.4 では世界全体の地区間輸送を示す。世界
全体を 9地域から 33地区に分類し、分析を行った結果について述べる。ただし、東アジアと欧州
の地域内輸送については輸送が多いため除いた。東アジアについては図 5.5と図 5.6に示す。世
界全体の地区間輸送については年間 500 回以上の地区間輸送ついて抽出した。実線は地区間双方
向の輸送回数の差が 50回以内、点線は片方向のみの輸送回数が 500回以上または双方向でも輸送
回数の差が 150回以上の場合に使用した。 
東南アジア地区とインド亜大陸地区の輸送が西向き 2,648回、東向き 2,421回で最も大きい。
東アジア内の地区間の輸送も含めて集散の数（地区への出入りの数）については、東南アジア地
区が最も密で、6地域から入り、7地域から出る線の合計 13本が集まっている。 
東アジアとその他地域間の地区間輸送に着目する。東アジアと欧州航路上の輸送に関わると考
えられる東アジアと中東・欧州との輸送はすべて東南アジア地区と直接つながりあっていること
が分かる。 
東アジアと北米航路上の東アジアと北米西岸地区を直接つなげる輸送では、東航と西航で異な
る結果が現れている。東航では韓国地区が 614回と最も多く、次いで長江デルタ地区が 507回で
ある。西航で 500回を超える輸送は日本太平洋側地区のみで 1,130回である。いずれも、北米西
岸地区からの出入りである。 
地域間輸送で東アジアとつながりが強かったオセアニアとの輸送は東南アジア地区から出入り
が多いことが分かる。 
このことから以下のような特徴がいえる。 
 東南アジア地区は東アジアから見て西・南方向の欧州、中東、アフリカ、オセアニア等出入
り口である。 
 東アジアと北米とのつながりでは、北米西岸地区が北米側の出入り口となっている。 
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 東アジアと北米とのつながりでは、東航の東アジアからの出口として韓国地区と長江デルタ
地区が挙げられる。 
 東アジアと北米都のつながりでは、西航の東アジアへの入り口として日本太平洋側地区が挙
げられる。 
 
 
図 5.4 世界全体の地区間輸送 
 
続いて東アジアの地区間輸送について述べる。図 5.5と図 5.6に東アジアの地区間輸送を示し、
表 5.3 に東アジアの各地区における集散数（出るつながりの数と入るつながりの数）を示す。東
アジア内の輸送が非常多いため、輸送回数が 1,000 回以上のつながりを抽出し、北・東向きの輸
送と南・西向きの輸送に分けた。2,000回以上のつながりを実線、1,000以上 2,000回未満のつな
がりについては白抜きとした。併せて、表 5.3 では東アジアの地区間輸送について、各地区にお
ける集散の数を示している。ここで示される集散の数は、2,000 回以上のつながりについての集
散数を示し、括弧内の数字は 1,000回以上 2,000回未満のつながりについての集散数を示してい
る。 
 最初に、2,000 回以上のつながりによる集散数が 3 地区以上と持つ地区が 5 地区ある。韓国地
区が最も多く 7地区との集散があり、次いで中国の長江デルタ地区と珠江デルタ地区が 6地区、
日本太平洋側地区と東南アジア地区が 4 地区との集散がある。これらの地区は複数地区と 2,000
回以上の強いつながりを持ち、東アジアの代表的な集散地点だといえる。 
 その中でも、1,000 回以上 2,000 回未満のつながりに注目すると、中国の珠江デルタ地区と長
江デルタ地区が特に多くの集散を集めることがわかる。 
珠江デルタ地区は東アジア内の 6 地区への始点、7 地区からの終点であり東アジアで最も集散
数が多い。 
長江デルタ地区が東アジア内の 6地区への始点・終点であり珠江デルタ地区に次いで多い。 
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長江デルタ地区と珠江デルタ地区は相互に 2,000 回以上の輸送があり強いつながりを持つ。長
江デルタは日本太平洋側地区と韓国地区と相互に 2,000 回以上の輸送があり強いつながりを持ち、
珠江デルタ地区は台湾地区、東南アジア地区と相互に 2,000 回以上の輸送があり強いつながりを
持つ点で特徴が異なる。 
このことから、中国の 2地区については以下の様な特徴がいえる。 
 長江デルタ地区と珠江デルタ地区は東アジア内で多くの集散を集める地区である。 
 長江デルタ地区は主に東アジアの北部の地区とのつながりを多く集める。 
 珠江デルタ地区は主に東アジアの南部の地区とのつながりを多く集める。 
その他の 3地区については、まず、東南アジア地区は東アジアの 4地区への始点・終点であり
日本太平洋側地区に次いで 5 番目の集散数がある。ただし、東南アジア地区は東アジア外の主に
欧州、中東、オセアニア等の方面から多くの集散がある。 
日本太平洋側地区と韓国地区については、中国の各地区とのつながりを集めている。長江デル
タ地区、珠江デルタ地区、環渤海地区とつながりを持つ。また、東アジア以外のつながりについ
ても、北米西岸地区とのつながりを持つ。 
ただし両地域は異なる点も見受けられる。韓国地区は環渤海地区、珠江デルタ地区と 2,000 回
以上のつながりを出入り共に持つが、日本太平洋側地区については、日本から出て行くつながり
のみが 2,000 回以上のつながりである。また、日本太平洋側地区は台湾地区とのつながりを持つ
が、韓国地区は台湾地区とのつながりが無い。北米西岸地区とのつながりについても、日本太平
洋側地区は西航における東アジアの入り口であるが、韓国地区は東航における東アジアの出口で
ある。 
我が国については日本太平洋側地区以外に日本海側地区が存在する。日本太平洋側地区につい
ては、2,000 回以上のつながりが韓国地区に向けてあり、日本太平洋側地区に入ってくるつなが
りは 1,000回以上 2,000回未満のつながりが韓国地区と日本太平洋側地区からある。 
以上のことから東アジア地区のつながりについて以下の様な特徴がいえる。 
 東アジア内には 5 つの代表的なつながりの集散地点が存在する。5 つの集散地点とは、日本
太平洋側地区、韓国地区、長江デルタ地区、珠江デルタ地区、東南アジア地区であり、これ
らの港湾はトランシップ貨物集荷の可能性のある港湾である。 
 長江デルタ地区と珠江デルタ地区は東アジアの集散を特に多く集める地区である。 
 また、東アジア以外の地域との地区間のつながりの特徴と併せて以下の様なことがいえる。 
 日本太平洋側地区と韓国地区は北米と東アジアをつなげる集散地点である。 
 東南アジア地区は欧州、中東、アフリカ、オセアニア等と東アジアをつなげる集散地点であ
る。 
 日本太平洋側地区と韓国地区は類似した特徴を持つ。 
 日本海側地区は韓国地区とのみつながりを持ち、その他の地区とのつながりは希薄である。 
  
また、東アジア地区のつながりの特徴から我が国について以下の様なことがいえる。 
 我が国にとっては韓国地区、長江デルタ地区、珠江デルタ地区、東南アジア地区が参考とな
る地区である。 
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 拠点港湾政策を進める上では、日本海側地区は集散地点ではなくトランシップ貨物集荷の可
能性低く、日本太平洋側地区で議論をすすめるべきである。 
    
図 5.5 東アジア地区間の北・東方面の輸送   図 5.6 東アジア地区間の南・西方面の輸送 
表 5.3 東アジア各地区における集散の数 
 
 
つづいて港湾間のつながりについて述べる。ここでは東アジアに関する分析を行う。 
 図 5.7では東アジア北米間の港湾間輸送を示す。年間 100回以上の港湾間のつながりを抽出し
た。また、ここでの輸送は同一地域内の輸送を除くこととした。図中にて実線で示される場合は
両港湾間で 100回以上の輸送があり、破線で示される場合は、一方向のみ 100回以上の輸送があ
ることを意味する。また、アジアに入る輸送は赤線、その他の輸送は青線としてある。 
 東アジアと北米間の港湾間の輸送において、京浜港が 4つの集散をもち、釜山港が 3つの集散
を持つ。この 2 港湾は東アジアと北米間の港湾間輸送において東アジアの代表的な集散地点であ
るといえる。 
 東アジアから北米に向けての輸送ではシアトル港へのつながりとロサンゼルス・ロングビーチ
港の 2 港へのつながりがみられる。特にロサンゼルス・ロングビーチ港は東アジアの最終港とし
て利用されている釜山港、京浜港、上海港、香港港の全港と輸送がある。また、その中でも釜山
港と上海港からロサンゼルス・ロングビーチ港の輸送はそれぞれ 207回と 261回で他港湾と比較
して強いつながりを持つ。これらのことから、ロサンゼルス・ロングビーチ港は北米の入り口の
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港湾であることが分かる。東アジア北米間の東航のつながりにおいて釜山港はシアトル港とロサ
ンゼルス・ロングビーチ港とつながりを持ち最も多いつながりをもつ。 
 北米から東アジアに向けてのつながりでは特にオークランド港はアジアの港湾と最も多く 3 港
湾とつながりを持つ。次いでロサンゼルス・ロングビーチ港が 2 港湾との強いつながりを持つ。
最もつながりが多いのはオークランドから京浜港への輸送で、364 回である。次いでロサンゼル
ス・ロングビーチ港から京浜港への輸送で、183 回である。これらのことから、東アジア北米間
の西航のつながりにおいてオークランド港、ロサンゼルス・ロングビーチ港が北米の出口である。
東アジア側では京浜港がバンクーバー港、オークランド港、ロサンゼルス・ロングビーチ港の 3
港湾からつながりを集めている。また、台湾地区の高雄港はオークランド港とロサンゼルス・ロ
ングビーチ港からつながりを集めており、京浜港についで西航でつながりを集める港湾である。
京浜港と高雄港は同一港湾とのつながりが強いが、京浜港の方が輸送回数は多くさらに強いつな
がりを持つといえる。 
以上のことから東アジアと北米とのつながりについて以下の様な特徴がいえる。 
 京浜港と釜山港が東アジア側の代表的な集散地点である。 
 東アジアと北米とのつながりにおいて、釜山港が最も多くのつながりを持つ港湾である。 
 東アジアと北米とのつながりにおいて、日本太平洋側地区が入口として機能しているが、港
湾としてみると京浜港が入り口として最も多くのつながりを持つ港湾である。 
 東アジアと北米とのつながりにおいて、北米側ではロサンゼルス・ロングビーチ港が入口で
ある。 
 東アジアと北米とのつながりにおいて、北米側ではロサンゼルス・ロングビーチ港とオーク
ランド港が出口である。 
 台湾地区は地区間輸送では地区間輸送でみると東アジアと北米の輸送における入口の地区で
あるとはいえないが、高雄港は北米から東アジアへの入口として京浜港と類似している。 
 
 
図 5.7 東アジア北米間の港湾間輸送 
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 図 5.7では東アジアと北米を除いた地域間の港湾間輸送を示す。図 5.8のみかたについては図
5.7に従う。 
 欧州と中東の港湾と 100回以上の輸送がある港湾は、シンガポール港とポートクラン港である。
特にシンガポール港は、ポートクラン港と 100 回以上の輸送がある港湾についてはマルサシュロ
ック港を除いて同様に 100回以上の輸送をもち、各港湾との輸送回数はシンガポール港が上回る。 
 シンガポール港はその他にもアフリカのダーバン港へ 280回、ダーバン港から 163回、サント
ス港へ 104 回の輸送がある。またオセアニアについても、シンガポール港がフリーマントル港と
ブリスベン港と双方向に 100回以上の輸送を持つ。また、京浜港もブリスベン港からの輸送が 101
回ある。釜山港がロシアのウラジオストック港へ 292回、ウラジオストック港から 288回の輸送
がある。 
 また、シンガポールと比べてつながりは弱いものの、京浜港は東南アジア地区外では唯一オセ
アニアからの入り口となっているといえる。釜山港は唯一ロシアのウラジオストック港とつなが
りを持つことから、釜山港は、ロシアとアジアを繋げる港湾という特徴を持つ。 
 以上のことから東アジアと北米以外の地域とのつながりについて以下の様な特徴がいえる。 
 シンガポール港は東アジアにおける北米を除いたアジアから見た西側地域やオセアニアとの
輸送の出入り口となっていることが分かる。 
 ポートクラン港はシンガポール港の持つ地域間のつながりに類似している。 
 京浜港はブリスベン港から入ってくるつながりがある。 
 釜山港はロシアの港湾とつながりが強い。 
 中国の港湾は北米以外の港湾とのつながりは希薄である。 
 
 
図 5.8 東アジア北米外地域間の港湾間輸送 
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つづいて東アジア内の港湾間のつながりについて述べる。 
 図 5.9、図 5.10では東アジアの港湾間のつながりを示す。東アジアの輸送は非常多いため、輸
送回数が 500回以上の輸送を抽出し、北・東向きの輸送と南・西向きのつながりに分けた。 
東アジア内における港湾間のつながりでも、ポートクラン港とシンガポール港間、シンガポー
ル港と香港港間、香港港と高雄港間、香港港と上海港間、上海港と釜山港間、名古屋港と京浜港
間は相互方向に輸送回数が 1,000 回を超える。その他にも、寧波港から上海港、基隆港から台中
港への輸送回数も 1,000回を超える。長江デルタ地区以北の各地域の内に必ず上海港と 500回以
上輸送がある港湾が存在している。同様に、長江デルタ地区以南の中国南東地区、台湾地区、東
南アジア地区は香港港と 500回以上のつながりがある港湾が存在する。 
表 5.4には各港湾への 500回以上のつながりの集散数（出るつながりの数と入るつながりの数）
を示す。オレンジ色の網掛けは 1,000 回以上の港湾間輸送がある港湾を示す。最も集散数が多い
港湾は上海港であり、17 の集散がある。次いで香港港が 16 の集散がある。また、上海港から高
雄港までの集散数上位 6港湾については、1,000回以上の港湾間輸送があることがわかる。 
 地区間輸送のつながりの結果から、長江デルタ地区と珠江デルタ地区が東アジアで多くのつな
がりを集める集散地点であることがわかった。上海港と香港港が他地区とのつながりが強いこと
と集散数が最上位であることからみると、長江デルタ地区では上海港、珠江デルタ地区では香港
港が中心的な港湾であるといえる。その上で、長江デルタ地区以北にある港湾は上海港が集散港
湾であり、長江デルタ地区以南及び台湾地区の港湾は香港港が集散港湾である。 
 集散数上位 6位の港湾は同一地区内だけではなく、他地区とも 1,000回以上の輸送がある。上
位 6には入らないが名古屋港から台中港までの 5港湾は、同一地区内の港湾とのみ 1,000回以上
の輸送がある。こうしたことと地区間輸送において、日本太平洋側地区、韓国地区、東南アジア
地区が集散地点だという結果から上海港と香港港以外にも釜山港、シンガポール港、京浜港は各
地区における集散港湾といえる。また、これらの港湾は東アジア以外の地域の港湾とのつながり
において、釜山港と京浜港は東アジアと北米間のつながりにおける東アジア側の集散地点であり、
シンガポール港は東アジアと北米外の地域とのつながりの集散地点である。 
 以上のことから東アジア内のつながりの特徴について以下の様なことがいえる。 
 東アジア内の集散地点となる港湾は、上海港、香港港、釜山港、シンガポール港、京浜港で
あり、これらの港湾がトランシップ貨物集荷の可能性のある港湾である。 
 上海港と香港港は特に東アジア内で多くのつながりを集める港湾である。 
 上海港は長江デルタ地区以北の港湾から集散を集める、東アジア北部の集散地点となる港湾
である。 
 香港港は長江デルタ地区以南及び台湾地区の港湾から集散を集める、東アジア南部の集散地
点となる港湾である。 
また、東アジア以外の地域との港湾間のつながりの特徴と併せて以下の様なことがいえる。 
 シンガポール港は東アジアにおける集散地点となるだが、東アジアと北米以外の地域の集散
地点である。 
 釜山港と京浜港は東アジアにおける集散地点となる港湾だが、東アジアと北米の集散地点で
あり 2港湾は類似しているといえる。 
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 釜山港はロシアとのつながりも強い点で特徴が異なる。 
 高雄港は東アジアで集散を多く集め、また北米からのつながりを集める。この点において京
浜港と類似している。 
 港湾間でみると、日本太平洋側地区は台湾港湾と強いつながりを持つ港湾はない。 
 
  
図 5.9 東アジアの港湾間の北・東方面の輸送（左） 
図 5.10 東アジアの港湾間の南・西方面の輸送（右） 
表 5.4 港湾への 500回以上の輸送の集散数 
 
 
最後に、我が国について寄港船舶の地域間のつながりの特徴をまとめる。 
 日本太平洋側港湾は東アジアの中で代表的な集散地点であり、東アジアと北米の輸送の東ア
ジア側の入口としての集散地点である。 
 日本太平洋側地区の中では京浜港が東アジアの港湾の中でも代表的な集散地点となる港湾で
あり、東アジアと北米の入口としての集散地点である。 
 日本太平洋側地区は韓国地区と類似したつながりの特徴を持つ。これは港湾としてみても同
様で、京浜港と釜山港は類似した特徴を持つ。 
港湾 集散 港湾 集散 港湾 集散
上海港 17 深セン港 5 ハイフォン港 2
香港港 16 名古屋港 4 青島港 2
釜山港 11 寧波港 6 蔚山港 2
シンガポール港 10 基隆港 3 厦門港 2
東京港 8 ポートクラン港 3 ジャカルタ港 1
高雄港 7 台中港 3 レムチャバン港 1
神戸港 6 光陽港 2 タンジュンペラパス港 1
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 京浜港と高雄港は類似した特徴を持つ。地区間のつながりでみると日本太平洋側地区と台湾
地区はつながりが見られたが、港湾間のつながりでみると日本太平洋側地区の港湾と台湾地
区の港湾のつながりは希薄である。 
 日本海側地区の港湾はその他の地区とのつながりが希薄である。 
 京浜港以外の日本港湾は海外の港湾とのつながりが希薄である。 
 
 以上までの結果から、東アジア内でつながりを多く集める地区と港湾が示された。その結果、
トランシップ貨物集荷の可能性のある地区は、日本太平洋側地区、韓国地区、長江デルタ地区、
珠江デルタ地区、東南アジア地区である。トランシップ貨物集荷の可能性のある港湾は、京浜港、
釜山港、上海港、香港港、シンガポール港である。5.1で示した取扱量の多い青島港や寧波港はつ
ながりを多く集めず、取扱量の多い港湾がつながりを多くとは限らないということがわかり、取
扱量の多い港湾が必ずしも参考になるとはいえないと考えられる。 
 よって、我が国にとっては、日本太平洋側地区で拠点港湾政策をすすめるべきであり、京浜港
が最も国際競争の舞台に立てる可能性があるといえる。 
 さらに、我が国にとって参考となる港湾としては、釜山港、上海港、香港港、シンガポール港
が挙げられる。 
 また、日本の港湾の特徴として京浜港は北米の集散地点でありとく西航における入口の性質が
強い。この点においては高雄港が類似しており、高雄港は 5 つのトランシップ貨物集荷の可能性
のある港湾に準じて集めるつながりの数が多いことを考慮すれば参考となるといえる。 
 よって北米とのつながりの強さという類似性を持つ釜山港と高雄港は日本にとって最も参考と
なる港湾であり、また、競合する可能性のある港湾であるといえる。 
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5.2.2. 寄港船舶の就航地域の特徴 
 図 5.11では各港湾へ寄港する船舶の就航地域の構成比率を示す。図中の Intra-Asiaは東アジ
ア内だけに寄港する船舶であり域内船と呼ぶ。EA-NAは東アジアと北米に寄港する船舶、EA-EU-NA
は東アジアと北米と欧州に寄港する船舶、EA-EU は東アジアと欧州に寄港する船舶を示し、これ
らの船舶は中東やアフリカ等のその他の地域に寄港している船舶も含まれる。RESTは前述に該当
する地域に寄港のない場合を意味し、その他地域船と呼ぶ。 
 東アジアの対象港湾では中国の港湾、東南アジア地区のシンガポール港、ポートクラン港を除
いて、域内寄港の割合が 50%を超えている。シンガポール港やポートクラン港はその他地域船が
40％以上の割合を占め、その他の東アジアの地域と比べると高い割合である。 
 シンガポール港やポートクラン以外の港湾では、東アジア域内寄港船舶を除くと、北米や欧州
に寄港する船舶が大きな割合を占める。ただし、レムチャバン港やホーチミン港ではその他地域
船の方が北米や欧州に寄港する船舶に比べて多い。 
 こうした特徴から、特に北米と欧州に寄港する船舶と域内に寄港する船舶の割合から分析をさ
らに行う。 
 
 
図 5.11 寄港船舶の就航地域の構成比率 
 
図 5.12では北米と欧州に寄港する船舶の割合と域内寄港船舶の割合の関係を示す。横軸には北
米と欧州に寄港する船舶の合計に対する北米に寄港する船舶の割合を表し、縦軸には全寄港船舶
に占める域内船舶の割合を表す。原点は北米と欧州に寄港する船舶の割合がそれぞれ半分の場合
と域内船舶と東アジア以外の地域に寄港する船舶の割合が半分の場合を意味する。横軸が 1 に近
づくに連れて、各港湾に絞める北米に寄港する船舶の割合が高く、縦軸が 1 に近づくに連れて、
東アジアだけに寄港する船舶の割合が高くなる。 
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図 5.12 北米と欧州に寄港する船舶の割合と域内寄港船舶の割合の関係 
  
最初に、東アジアの中で欧州に寄港する船舶の割合が高い港湾は東南アジア地区のシンガポー
ル港、ポートクラン港と日本海側地区の博多港のみである。 
 北米に寄港する船舶の割合が 75%を超えるような港湾は日本太平洋側地区の京浜港及び京浜港
の 2港湾と阪神港の大阪港、台湾地区の基隆港とメコンデルタ地区のホーチミン港である。 
 日本太平洋側地区の阪神港や神戸港単独であると、北米寄港船舶の割合は 60%以下になり北米
に寄港する船舶と欧州に寄港する船舶の数は日本のその他の港湾と比べると半数ずつに近いとい
える。また阪神港についてみると、大阪港と神戸港における北米寄港船舶の割合は 20%以上異な
る。 
 中国の対象港湾はすべて 60%で神戸港の様に東アジアのその他の港湾と比べると半数ずつに近
いといえる。 
 次に、域内寄港船の割合について述べていく。域内寄港船舶の割合が 25%を下回る港湾は存在
しないことが分かる。日本太平洋側地区の阪神港を構成する大阪港と日本海側地区の博多港、台
湾地区の基隆港とメコンデルタ地区のホーチミン港は域内寄稿船舶の割合が 75%を超えその他の
港湾と比べると多いといえる。 
 日本太平洋側地区、韓国地区、台湾地区の対象港湾はすべて域内寄港船舶の割合が半数を超え
ている。特に日本太平洋側地区の港湾は域内寄港船舶の割合が 60%を超えている。反対に、中国
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の港湾や東南アジア地区の港湾は域内寄港船舶の割合が半数を下回る。 
 地域間のつながりの特徴では京浜港は釜山港や高雄港と類似した特徴を持っていたが、ここで
は、釜山港と高雄港の北米に寄港する船舶と域内寄港船舶の割合は他港湾と比べて最も近い。京
浜港は釜山港と高雄港と比べると北米に寄港する船舶と域内寄港船舶の割合はそれぞれ約 10%ず
つ高い。つまり、京浜港は釜山港と高雄港と比べると東アジア域内のみに寄港する船舶の割合が
高く、東アジア以外の地域からくる船舶は北米の船舶の割合が高いといえる。 
 
 以上の結果から寄港船舶の就航地域の特徴について以下の様なことがいえる。 
 東南アジア地区の港湾はアジア以外の地域から寄港する船舶が多くさらに、北米や欧州以外
の地域からの船舶の寄港を多く集める港湾である。 
 中国の港湾はアジア以外の地域から寄港する船舶が多いが、北米や欧州からの船舶の寄港が
多い港湾である。北米と欧州からの船舶の寄港は半数ずつに近い。 
 また、我が国の寄港船舶の就航地域の特徴についてまとめると、 
 日本太平洋側地区の港湾はその他の港湾と比べると域内船舶の割合が高い。特に日本海側地
区の博多港と日本太平洋側地区の阪神港を構成する大阪港は日本港湾の中でも高い。 
 京浜港と阪神港を比較すると域内寄港船の割合はその他の港湾と比べて大きく変わらないが、
京浜港は阪神港に比べて北米に寄港する船舶の寄港の割合が高い特徴がある。 
 神戸港は東アジアの中でも北米に寄港する船舶欧州に寄港する船舶が半数に近い特徴を持つ。 
 また、地域間のつながりの特徴を考慮した上で以下の様なことがいえる。 
 我が国の港湾は東アジア域内を寄港する船舶が多い港湾である。寄港船舶の就航地域も北米
に寄港する船舶の比率が高い。しかし、北米以外に寄港する船舶の就航は他港湾と比較して
少ない。これは釜山港や高雄港などの港湾と比較すると、北米に寄港する船舶については京
浜港では相対的に同等だといえるが、その他の地域からの就航が少ない。台湾の港湾政策(49)
において高雄港は国際ハブ港湾、基隆港は東アジア域内向けのハブ港湾と機能分担されてい
ることを引用すれば、我が国の港湾は東アジア域内向けの拠点港湾のような利用のされ方で
ある。 
 京浜港と釜山港と高雄港はつながりの特徴で類似した特徴を持っていたが、寄港する船舶の
就航地域に関しては釜山港と高雄港は類似するが、京浜港は異なる特徴を持つ。 
 京浜港は釜山港と高雄港と比べると東アジア域内のみに寄港する船舶の割合が高く、東アジ
ア以外の地域からくる船舶は北米の船舶の割合が高いといえる。 
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5.2.3. 寄港船舶の船型の特徴 
 図 5.13には寄港船舶の船型の構成比率を示す。7,000TEU以上の船舶は参考文献(50)(51)によると、
満載時に岸壁水深が 16m 以上必要な船舶であり、11,000TEU 以上の船舶は岸壁水深が 17m 以上必
要な船舶である。 
 中国の港湾とシンガポール港を除いた東アジアの港湾は 80%以上の寄港船舶が 5,000TEU未満の
船舶である。この 5,000TEU未満の船舶は一般的にパナマックスサイズに含まれる船舶である。さ
らに、中国の港湾と東南アジア地区の港湾は 11,000TEU以上の船舶にも寄港されることが分かる。 
 東アジアの港湾で、1,000TEU 未満の船舶が 20%以上寄港している港湾は日本の港湾と韓国港湾
と中国の香港港と寧波港を除く港湾とホーチミン港である。 
国際戦略港湾の京浜港の中でも 3,000TEU 以上の船舶の構成比率は各階級において横浜港の構
成比率のほうが高い。また、国際戦略港湾の阪神港の中でも 3,000TEU以上の船舶の構成比率は各
階級において神戸港の構成比率のほうが高い。 
 以上のことか寄港船舶の船型の構成について以下の様な特徴がいえる。 
 東アジアの港湾の中でも中国港湾とシンガポール港はパナマックス以上の大きな船型が多い。 
 東アジアの港湾の中でも中国の港湾と東南アジア地区の港湾以外の日本の港湾や釜山港、高
雄港等の港湾は満載時に岸壁水深が 17m以上必要な 11,000TEU以上の非常に大型の船舶には
寄港されていない。 
 日本港湾と韓国港湾は台湾港湾や東南アジアの港湾と比べると 1,000TEU を下回る非常に小
型の船型の構成比率が高い。 
 国際戦略港湾の京浜港では横浜港の方が東京港と比較して大型の船型が多い。 
 国際戦略港湾の阪神港では神戸港の方が大阪港と比較して大型の船型が多い。 
 
 
図 5.13 寄港船舶の船型の構成比率 
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 次に寄港船舶の船型の中央値と四分位偏差の関係について述べる。図 5.15では寄港船舶の船型
の中央値と四分位偏差。本研究ではばらつきを表現する指標として四分位偏差を用いた。ハブ港
について検討していく上で、本船は大型であり、フィーダー船が小型であるという事を考慮する
と、基幹航路に就航するような比較的大型の船舶と域内を寄港するフィーダー船のような比較的
小型な船型の 2つの分布も考慮しなければいけない為、本研究では四分位偏差を用いる。 
 図 5.14には四分位偏差を用いる分析のイメージを示す。四分位偏差とは観測値の小さい方から
25%の点(図中 Q1:第 1四分位点)から 75%(図中 Q3:第 3 四分位点)の範囲内（四分位範囲）の偏差
を表す。標準偏差のように極端に大きな観測値や極端に小さな観測値等の特殊な観測値を除いて
傾向を知ることができる。また、図中の 50%の観測値(図中 Q2:第 2四分位点)は中央値を意味する。 
 東アジアの中では中国や東南アジアの港湾と高雄港において寄港船舶の船型の中央値が
2,000TEU を超える港湾である。また、これらの港湾は四分位偏差も 1,500TEU を超える。これら
の港湾と比較すると横浜港を除く日本港湾、メコンデルタ地区の港湾や基隆港は船型の中央値は
1,500TEU を下回り、神戸港の 1049TEU を除くと、四分位偏差は 1,000TEU を下回る。神戸港は四
分位偏差が 1,000TEUを超えているが、横浜港 1,664TEUと比べると横浜港を除く日本港湾やメコ
ンデルタ地区の港湾と近いといえる。横浜港や釜山港は、寄港船舶の船型の中央値は横浜港を除
いた日本の港湾やメコンデルタ地区の港湾や基隆港と類似し中国港湾等と比較すると小さいが、
四分位偏差をみると横浜港は 1,664TEU、釜山港は 1,788TEU で横浜港以外の日本港湾等よりも大
きく、中国港湾や東南アジアの港湾や高雄港に類似している。 
このことから、横浜港を除く我が国の日本港湾は、中国の港湾や東南アジアの港湾や高雄港より
も小型船舶が中心に集まる港湾であり、横浜港は中国の港湾や東南アジアの港湾や高雄港よりも
小型の船型が集まるが、寄港する船型は中国港湾や東南アジアの港湾、高雄港の様に大型から小
型まで寄港する船舶の船型の構成の幅が広いことが分かる。 
 我が国の国際戦略港についてみると、京浜港と阪神港では、寄港船舶の中央値は京浜港が
1,228TEU、阪神港が 1,049TEU であり京浜港は阪神港の 117%で京浜港ほうが寄港船型の中央値は
大きい。四分位偏差をみると、京浜港が 1,006TEU、阪神港が 579TEUと京浜港は阪神港の 174％で
ある。このことから、京浜港の方が寄港する船舶の船型の幅は広い事がわかる。 
 京浜港を構成する東京港と横浜港では、横浜港と東京港は中央値で類似しているが、四分位偏
差では、横浜港は中国港湾等に類似している、このことから、横浜港と東京港では寄港する船型
は類似しているが、横浜港の方が寄港する船舶の船型の構成の幅は広いことが分かる。 
 阪神港を構成する大阪港と神戸港では、船型の中央値をみると大阪港が 1,012TEU、神戸港が
1,102TEUで神戸港の方が 109%大きい。四分位偏差をみると大阪港が 481TEU,神戸港が 1019TEUで
あり、神戸港の方が 212%大きい。よって、大阪港は国際戦略港湾の中では最も小型の船型の寄港
が多く、神戸港と大阪港では神戸港のほうが寄港する船舶の船型の構成の幅が広いことが分かる。 
 日本海側拠点港湾の博多港は船型の中央値は 588TEU、四分位偏差は 375TEU である。これは、
国際戦略港湾と比較して最も小型の船型が集中して寄港する港湾であることが分かる。 
 以上のことから寄港する船舶の寄港船舶の中央値と四分位偏差から見た特徴について以下の様
なことがいえる。 
 東アジアの港湾と比較して釜山港や日本の港湾は小型船型の船舶に寄港される港湾である。 
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 東アジアの港湾と比較して釜山港や横浜港は中国港湾やシンガポール港等の東南アジア地区
の港湾や高雄港と類似し、日本のその他の港湾やメコンデルタ地区、基隆港と比較して船型
の構成の幅が広い港湾である。 
 横浜港以外の港湾は東アジアの釜山港や横浜港、中国等の港湾と比較すると小型船系の船舶
が中心寄港する港湾である 
 京浜港の方が寄港する船舶の船型の幅は広い事がわかる。 
 国際戦略港湾の中でも大阪港は特に小型の船舶を中心に寄港される港湾である。 
 日本海側拠点港湾の博多港は日本港湾中でも最も小型の船型を中心に寄港される港湾である。 
  
 
図 5.14 四分位偏差を用いた分析のイメージ 
 
図 5.15 寄港船舶の船型の中央値と四分位偏差 
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 以上の結果から寄港船舶の船型の特徴について以下の様なことがいえる。 
 東アジアの港湾の中でも中国の港湾、東南アジアの港湾、高雄港への寄港船型は大型である。 
 特に中国の港湾や、東南アジアの港湾には満載時に岸壁水深が 17m以上必要な 11,000TEU以
上の非常に大型な船舶が寄港する 
 東アジアの港湾と比較して釜山港や日本の港湾は小さい船型の船舶に寄港される港湾である。 
 日本港湾と韓国港湾は台湾港湾や東南アジアの港湾と比べると 1,000TEU を下回る非常に小
型の船型の寄港が多い。 
また、我が国の港湾についてまとめると、 
 横浜港は東アジアの中では釜山港と最も類似している。 
 横浜港以外の国際戦略港湾の寄港船型の特徴は東アジアのその他の港湾と比較して類似して
いる。 
 国際戦略港湾の中でも大阪港は特に小型の船舶に寄港される港湾である。 
 国際戦略港湾の京浜港では横浜港の方が東京港と比較して大型の船型が多い。 
 国際戦略港湾の阪神港では神戸港の方が大阪港と比較して大型の船型が多い。 
 日本海側拠点港湾の博多港は日本港湾の中で最も小型の船型を中心に寄港される港湾である。 
 
 以上の特徴から、我が国の港湾は相対的に小型の船舶が多く、11,000TEU を超えるような大型
船があまり寄港せず、我が国にとっての大型船は 7,000TEU以上の船舶である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
49 
 
5.3. 港湾設備の特徴 
5.3.1.  港湾設備の管理規模の特徴 
 表 5.5 には各港湾のターミナル数を示した。ただし、ここで述べるターミナル数はターミナル
オペレーター数には等しくならない。我が国の港湾のように公共埠頭において、同一ターミナル
で複数のターミナルオペレーターが雑居する場合がある。本研究では管理の規模として、港湾を
分割するターミナルの数から測ることとする。 
 我が国の国際戦略港湾以外で 10ターミナル以上に分割される港湾は存在しない。このことから
我が国の港湾が他港湾と比較してターミナル数が多いことが分かる。 
 
表 5.5 港湾のターミナル数 
 
 
 また、各港湾のターミナルあたりのコンテナ取扱量を図 5.16に示す。 
 対象港湾の中で最も 1ターミナルあたりの取扱量が多い港湾はシンガポール港の 7,107,775TEU
である。 
 我が国の港湾で海外の港湾の 1 ターミナル当たりの取扱量を上回る港湾は存在しない。我が国
以外の港湾で 1ターミナルあたりの取扱量が最も少ない港湾はホーチミン港で 550,857TEUである。 
 我が国の国際戦略港湾では京浜港が 343,870TEUを取扱い阪神港の 166,100TEUより多い。海外
の港湾で最も取扱量の少ないホーチミン港と比べて京浜港は 62%、阪神港は 30%である。また、シ
ンガポール港と比べると、京浜港は 5%、阪神港は 2％であり、周辺の代表的な集散地点である釜
山港の 1,577,148TEU、上海港の 3,229,889TEU と比べると京浜港は釜山港の 22%、上海港の 11%、
阪神港は釜山港の 11%、上海港の 5%である。 
 国際戦略港湾の京浜港を構成する東京港は 357,079TEU、横浜港は 328,019TEU であり東京港は
横浜港の 109%の取扱量である。阪神港を構成する神戸港は 196,638TEU、大阪港は 126,400TEUで
あり神戸港は大阪港の 156%である。 
 日本海側拠点港湾の博多港は日本の対象港湾で最も取扱量が多く、374,290TEUであり、京浜港
の 105%である。またこれは日本以外の港湾で最も取扱量の少ないホーチミン港と比べると 68%で
ある。 
 以上の結果から我が国のターミナル当たりのコンテナ取扱量について以下の様な特徴がいえる。 
 我が国の港湾は 1ターミナル当たりの取扱量は海外港湾と比較しても少ないといえる。特に、
港湾 ターミナル数 港湾 ターミナル数
*阪神港 23 高雄港 5
*京浜港 22 香港港 5
*神戸港 13 レムチャバン港 5
*東京港 12 シンガポール港 4
*横浜港 10 青島港 3
*大阪港 10 寧波港 3
釜山港 9 *博多港 2
上海港 9 ポートクラン港 2
ホーチミン港 7 ドバイ港 2
ニューヨーク港 7 フェリクストウ港 2
ロサンゼルス港 6 厦門港 1
ロッテルダム港 6 基隆港 1
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代表的な集散地点となっているシンガポール港、釜山港、上海港と比較しても、30%以下であ
り、1ターミナル当たりのコンテナ取扱量は少ないといえる。 
 国際戦略港湾は日本海側拠点港湾よりもターミナル当たりの取扱量が少ない。 
 
 
図 5.16 ターミナル当たりのコンテナ取扱量 
 
 次に表 5.6では 1ターミナル当たりの設備を示す。ここでロッテルダム港については岸壁の管
理単位がバースではなく埠頭単位の区切りになっている。そこで本研究ではバース数をロッテル
ダム港に寄港する船舶の平均船型に対して必要な岸壁長を参考文献(34)から 220m と設定して 1 バ
ースの長さを設定した。 
次に図 5.17には 1ターミナル当たりのバース総延長とターミナル当たり床面積について示す。
図中の破線については、日本港湾を除いた対象港湾の奥行きの中央値の 473mを取るターミナル当
たりのバース総延長とターミナル当たりのターミナル床面積の線である。 
また、ターミナル当たりのバース総延長とターミナル当たりの床面積についての関係について
述べると、ターミナル当たりのバース総延長が長くターミナル当たりのターミナル床面積が狭い
ターミナルはターミナルの奥行きが狭いことが考えられる。反対に、ターミナル当たりのバース
総延長が短くターミナル当たりのターミナル床面積が広い場合はターミナルの奥行きが広いこと
がいえる。 
 東アジアの中でターミナルあたりのターミナル当たりのバース数が 10 バースを超える港湾は
台湾地区の基隆港と東南アジア地区の 2港湾である。 
つづいて釜山港が 6バースであり。中国の港湾は 5バースから 3バースずつの管理である。これ
に対して我が国の港湾はどの港湾も 2 バース以下で少ないといえる。特に東京港は対象港湾中最
も少ない 1バースである。 
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ターミナル当たりのバース総延長をみると、東南アジア地区の 2 港湾と基隆港が東アジアのそ
の他の港湾と比較して長いことが分かる。我が国の港湾は対象港湾と比較すると短く、レムチャ
バン港と同程度であることが分かる。 
また我が国の港湾で最もターミナル当たりのバース総延長が長い港湾は横浜港の 540m、最も短
い港湾は東京港湾の 389mである。ターミナル当たりのターミナル床面積をみると、シンガポール
港が 150万㎡を管理しておりもっとも大きい。我が国の港湾は全港湾で 20万㎡を下回る。我が国
の港湾に次いでターミナル当たりのターミナル床面積が狭い港湾はホーチミン港で 37 万㎡であ
る。我が国の港湾はターミナル当たりのターミナル床面積も小さいことが分かる。 
 我が国の港湾で最もターミナル当たりのターミナル床面積が大きい港湾は横浜港の 199 万㎡で、
最も小さい港湾は神戸港の 134 万㎡である。図中から見ても我が国の港湾はその他の港湾と比べ
るとターミナル当たりのバース総延長は密集していることが分かる。 
 また、日本以外の港湾のターミナルの奥行きの中央値である 473m以上の港湾は、東アジアにお
いては東南アジア地区のシンガポール港、中国の上海港と寧波港、メコンデルタ地区のレムチャ
バン港である。東アジア以外の港湾はいずれも奥行きが 473m以上である。図中から見ても我が国
の港湾はその他の港湾と比べるとターミナル当たりの床面積は密集していることが分かる。 
 我が国の港湾は 473mを下回る。しかしこれは釜山港や青島港、ポートクラン港、基隆港と比べ
ると奥行きは長い。 
 
表 5.6 1ターミナル当たりの設備 
 
 
PORT
ターミナル当たりの
バース数
ターミナル当たりの
バース総延長(m)
ターミナル当たりの
床面積(㎡) ターミナル当たりの
奥行き(m)
基隆港 15 3,516 495,000 141
シンガポール港 15 3,120 1,500,000 481
ポートクラン港 12 3,057 868,150 284
ドバイ港 11 3,738 1,768,453 473
釜山港 6 1,623 475,309 293
ロッテルダム港 6 1,467 810,333 553
厦門港 5 1,633 480,000 294
香港港 5 1,600 557,700 349
ホーチミン港 5 862 369,857 429
ニューヨーク港 5 997 568,014 570
青島港 5 1,816 440,933 243
ロサンゼルス港 5 1,546 1,079,556 698
寧波港 4 1,249 599,000 479
高雄港 4 1,206 404,275 335
フェリクストウ港 4 1,454 761,000 523
上海港 3 995 952,204 957
横浜港 2 540 199,492 369
神戸港 2 520 134,050 258
阪神港 2 487 132,453 272
京浜港 2 458 166,496 364
大阪港 2 444 130,377 294
博多港 2 465 197,723 425
レムチャバン港 1 390 703,800 1,805
東京港 1 389 138,999 357
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図 5.17 平均管理バース長と平均管理ターミナル面積 
 
 以上の結果から我が国の港湾設備の管理の特徴について以下の様なことがいえる。 
 我が国の港湾はターミナル数が多く管理単位が非常に細かく分かれている。 
 我が国の港湾は 1ターミナル当たりのバースの管理数がその他の港湾と比較して少ない。 
 我が国の港湾は 1ターミナル当たりの床面積がその他の港湾と比較して狭い。 
 我が国の港湾を 1ターミナル当たりのバース総延長と 1ターミナル当たりの床面積でみると
類似している。 
以上の結果から我が国の港湾の管理規模について特徴をまとめると、我が国の港湾は他港湾と
比べると細分化されて港湾の管理規模が小さいといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
53 
 
5.3.2. ターミナル総床面積あたりのコンテナ取扱量の特徴 
 表 5.7にはターミナル総床面積あたりのコンテナ取扱量を示す。 
 日本を除いた港湾のターミナル総床面積あたりのコンテナ取扱量の中央値は 2.3TEU/㎡である。
これは基隆港のターミナル総床面積あたりのコンテナ取扱量である。 
 ただし、この分析については注意点が存在する。床面積あたりのコンテナ取扱量が多い港湾で
あっても、床面積あたりのコンテナ取扱量が少ない港湾と比較して必ずしも混雑しているとはい
えない。混雑度合いを比較するためにはコンテナターミナルにおける、立体的な取り扱い方法（積
み上げや立体保管庫）やコンテナの滞留時間の別を考慮しなければいけない。本分析ではあくま
で、港湾におけるコンテナターミナルで用意される床面積に対してどれだけコンテナの取扱を行
っているかを測るものである。床面積あたりのコンテナ取扱量が多い場合は、限られた用地に対
してより多く取扱がおこなえるような仕組み（例えば積み上げ方法の見直し）を用意しなければ
いけないといえる。 
 港湾のターミナル総床面積あたりの取扱量が最も多い港湾は神戸港の 12.1TEU/㎡であり、これ
は中央値の約 5倍である。その他の港湾で中央値の 5倍を超える港湾は存在しない。 
 我が国の国際戦略港湾である阪神港と京浜港は両港共に中央値を超える。阪神港は 3.3TEU/㎡
であり、東アジアの港湾と比較すると高雄港同程度であり、中央値の 143%、シンガポール港の 73%、
釜山港の 174%、上海港の 220%である。京浜港は 2.6TEU/㎡であり、中央値の 113%、シンガポール
港 58％、釜山港の 137%、上海港の 173%である。 
 国際戦略港湾を個別に見ていくと京浜港を構成する横浜港は 4.0TEU/㎡で中央値を超え、中央
値と比較して 173％であるが、東京港は 1.0TEU/㎡で中央値を下回り、中央値の 43%、横浜港の 25%
である。阪神港を構成する神戸港は対象港湾中で最も多い取扱量であったが、大阪港は 1.5TEU/
㎡で中央値を下回り、中央値の 65%、神戸港の 12%である。 
 日本海側地区の博多港は 2.1TEU/㎡で中央値を下回り中央値の 91%、京浜港の 81%、阪神港の 64%
であるが釜山港の 111%、上海港の 140%である。 
以上の結果から我が国のターミナル総床面積あたりのコンテナ取扱量については以下の様な特
徴がいえる。 
 我が国の国際戦略港湾の京浜港と阪神港のターミナル総床面積あたりのコンテナ取扱量は中
央値を上回り、周辺で代表的な集散地点である釜山港や上海港と比べても取扱量が多い。 
 我が国の国際戦略港湾を個別にみると、京浜港と阪神港の両港とも構成港湾で取扱量に偏り
が見られる。京浜港では東京港は中央値を下回り、横浜港の 25%の取扱いである。阪神港で
は大阪港は中央値を下回り、神戸港の 12%の取扱いである。特に神戸港は対象港湾と比較し
ても最も多い。 
 日本海側地区の博多港は国際戦略港湾や中央値と比較すると取扱量は少ないが、周辺で代表
的な集散地点である釜山港や上海港と比べると取扱量は多い。 
 
 以上の特徴から我が国のターミナル総床面積あたりのコンテナ取扱量の取扱量についてまとめ
ると、我が国の港湾は港湾のターミナル床面積あたりのコンテナ取扱量は周辺の代表的な集散地
点である港湾と比較して多い。我が国の国際戦略港湾の立地は非常に都市部と隣接しており用地
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の制限があり拡大には限界がある。今後我が国において世界のハブ港湾と同等のペースでコンテ
ナの取扱量を増やすためにはコンテナターミナル内のコンテナ滞留時間やコンテナの保管方法に
ついて検討を行っていく必要性が有ある。 
また、国際戦略港湾では構成港湾において取扱量に偏りがある。京浜港では東京港と比較して
横浜港は約 4 倍、阪神港では大阪港と比較して神戸港は 8 倍の取扱量である。このことから、1
つの床面積あたりのコンテナ取扱量の緩和策としては港湾間の融通、つまり、港湾間での一元的
な管理を行うような港湾運営が行われることが望ましい。 
 
表 5.7 ターミナル総床面積あたりのコンテナ取扱量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
港湾
1㎡あたりの
取扱量(TEU/㎡)
港湾
1㎡あたりの
取扱量(TEU/㎡)
*神戸港 12.1 フェリクストウ港 2.2
青島港 9.1 *博多港 2.1
ロッテルダム港 8.5 釜山港 1.9
寧波港 7.3 香港港 1.6
ホーチミン港 5.1 *大阪港 1.5
厦門港 4.7 上海港 1.5
シンガポール港 4.5 ポートクラン港 1.4
*横浜港 4.0 レムチャバン港 1.3
高雄港 3.4 ロサンゼルス港 1.3
*阪神港 3.3 *東京港 1.0
ドバイ港 3.3 ニューヨーク港 0.6
*京浜港 2.6 中央値 2.3
基隆港 2.3
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5.3.3. 岸壁水深の構成 
 表 5.8 には各港湾の岸壁水深別のバース数の構成比率を示す。岸壁水深を 10m 未満、10m 以上
13m未満、13m以上 16m未満、16m以上と区分した。また、構成比率別に 70-100%を最も濃い色、
35-69%を中間色、35%未満を白とした。 
 
表 5.8 岸壁水深別の岸壁総延長の構成比率 
 
 
 16m 以上の岸壁を持つ港湾は 9 港湾存在する。我が国の港湾では、横浜港のみが 16m 以上の水
深の岸壁を備えている。構成比率でみると横浜港は 16m 以上の岸壁を持つ港湾中で最も相対的に
16m以上の岸壁が少ない。 
 その他の港湾では、京浜港と阪神港を除き京浜港の構成港湾と阪神港の構成港湾を含めて 16港
湾で水深 13 以上 16m 未満の水深の岸壁を中心として構成されている。その他 3 港湾は 10m 以上
13m未満の岸壁を中心として構成されている。 
図 5.13に示される各港湾の寄港船型の構成比率と表 5.8に示される岸壁水深の構成から、シン
ガポール港、ロッテルダム港、青島港、ドバイ港のように 7,000TEU 以上の船舶が多く、さらに
11,000TEU 以上の船舶が寄港するような港湾では、大型船が着岸できる岸壁水深が 16m 以上の岸
壁を相対的に多く整備している。 
寧波港、厦門港、香港港、ロサンゼルス港、ニューヨーク港のように 3,000TEU 以上 7,000TEU
未満の船舶が多い港湾では、中型船が着岸できる岸壁水深である 13m以上 16m未満の岸壁を中心
港湾 10m未満 10-13m未満 13－16m未満 16m以上
青島港 0% 0% 7% 93%
ドバイ港 0% 23% 0% 77%
ロッテルダム港 5% 0% 39% 55%
ロサンゼルス港 0% 0% 57% 43%
シンガポール港 0% 0% 62% 38%
釜山港 0% 52% 33% 16%
レムチャバン港 0% 0% 86% 14%
*横浜港 0% 20% 70% 10%
*京浜港 0% 22% 72% 6%
上海港 0% 63% 33% 3%
ポートクラン港 0% 0% 100% 0%
寧波港 0% 0% 100% 0%
厦門港 0% 0% 100% 0%
*博多港 0% 0% 100% 0%
香港港 0% 13% 88% 0%
フェリクストウ港 0% 13% 88% 0%
高雄港 0% 20% 80% 0%
ニューヨーク港 0% 24% 76% 0%
*東京港 0% 25% 75% 0%
基隆港 0% 40% 60% 0%
*阪神港 5% 41% 54% 0%
*神戸港 8% 38% 54% 0%
*大阪港 0% 47% 53% 0%
ホーチミン港 6% 79% 15% 0%
0-34% 35-69% 70-100%
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に整備している。 
阪神港、基隆港、釜山港、上海港、ロッテルダム港、ホーチミン港のように、1,000TEU未満の
船舶が多く、3,000TEU以上の船舶が少ない港湾では 13m未満の岸壁も相対的に多く整備している。 
特にロッテルダム港や阪神港は 1,000TEU未満の船舶が相対的に多く、10m未満の岸壁も整備し
ている。尚、7,000TEU以上の船舶の寄港が 20%を下回る港湾で水深 16m以上の岸壁を持つ港湾は
12港湾中、横浜港、レムチャバン港、釜山港の 3港湾である。 
以上のことから、寄港船舶の船型の特徴と岸壁水深には関連性が考えられる。 
また、我が国の港湾について以下の様な特徴が述べられる。 
 我が国の港湾は横浜港のみが水深 16m以上の岸壁を持つ。 
 我が国の港湾は 13m以上 16m未満の中型船向けの水深の岸壁を中心に構成されている。 
 我が国の港湾は 13m未満の岸壁の整備は釜山港と比較すると少ない。 
 
以上の特徴から岸壁水深の構成についてまとめると、我が国港湾は 13-16m未満の中型船向けの
岸壁が多く整備され、水深の浅い岸壁が多い港湾であるとは言い難い。 
また、我が国に寄港する船舶の船型の特徴と岸壁整備に関連性があることを考慮すると、我が
国の港湾としては、青島港やロッテルダム港ほどの大水深の岸壁の整備は課題にはならない。た
だし、我が国の港湾は小型船が多く寄港するが、中型船向けの岸壁が多く整備され、特徴に即し
た整備がなされているとは言い難い。 
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5.3.4. 寄港回数からみるバースの利用状況 
 表 5.9には 1バース当たりの船舶の年間寄港回数を示す。ここでロッテルダム港については岸
壁の管理単位がバースではなく埠頭単位の区切りになっている。そこで本研究ではバース数をロ
ッテルダム港に寄港する船舶の経金銭系に対して必要な岸壁長を参考文献(34)から 220m と設定し
て 1バースの長さを設定した。 
 1 バースあたりの寄港回数が最も多い港湾は香港港で 717 回である。これは 1 日に約 2 隻の船
舶がバースを利用した事になる。しかし香港港の特徴としてバージ船による沖荷役が盛んである
ことを考えると実際には 1バース当たりの寄港回数はやや下がることが考えられる。 
 最も少ない港湾はロサンゼルス港で 1週間 1隻の船舶がバースを利用したことになる。 
 また、日本の港湾を除いた港湾の 1バースあたりの年間寄港回数の中央値は 273回であるが、
これは 1日に 1隻の船舶が寄港していることになる。 
 我が国の国際港湾の京浜港は 1バース当たりの年間寄港回数が 292回で中央値の 107%を超え海
外の港湾と比較すると多いことが分かる。周辺の代表的な集散地点となる釜山港や上海港と比べ
ると釜山港は 220回で京浜港は釜山港の 133%であり釜山港より多いことが分かる。上海港と比べ
ると上海港は 435 回で京浜港は上海港の 67%であり上海港より少ないことが分かる。阪神港は 1
バース当たりの年間寄港回数が 197 回で中央値の 72%と中央値を下回り海外の港湾と比較して少
ないことが分かる。阪神港は、釜山港と比較すると釜山港の 90%であり、上海港と比較すると上
海港の 45%である。 
 京浜港を構成する東京港と横浜港は両港ともに中央値を超えているが、東京港の方が 1 バース
当たりの年間寄港回数は多い。東京港は 321回で 1日に 1隻、横浜港は 270回で 1日半に 1隻程
度である。東京港は横浜港の 119%である。 
 阪神港を構成する大阪港と神戸港は両港ともに中央値を下回るが、大阪港の方が 1 バース当た
りの寄港回数は多い。大阪港は 237回で 1日半に 1隻、神戸港は 172回で 2日に 1隻程度ある。
大阪港は神戸港の 138%である。 
 日本海側拠点港湾の博多港は日本の港湾で最も 1バース当たりの年間寄港回数が多く 595回で
ある。これは中央値と比較しても 218%である。これは半日に 1隻寄港しているということになる。 
 
表 5.9 1バース当たりの年間寄港回数 
 
港湾
1バース当たりの
年間寄港回数
港湾
1バース当たりの
年間寄港回数
香港港 717 *横浜港 270
厦門港 640 シンガポール港 268
レムチャバン港 629 *大阪港 237
*博多港 595 青島港 235
上海港 435 ドバイ港 228
寧波港 434 釜山港 220
高雄港 403 *阪神港 197
ポートクラン港 382 *神戸港 172
*東京港 321 ニューヨーク港 71
フェリクストウ港 297 ホーチミン港 54
*京浜港 292 ロサンゼルス港 49
基隆港 273 中央値 273
ロッテルダム港 272
58 
 
 しかし、港湾ではすべての施設が 24時間稼働とは限らない。特に我が国の港湾は稼働時間が限
られていることがしばしば見受けられる。そこで、表 5.10には実稼働可能時間を単位時間として
みた各港湾の 1バース当たりの年間寄港回数を示す。 
1 バースあたりの寄港回数が最も多い港湾は香港港で 717 回である。これは 1 日に約 2 隻の船
舶がバースを利用した事になる。しかし香港港の特徴としてバージ船による沖荷役が盛んである
ことを考えると実際には 1バース当たりの寄港回数はやや下がることが考えられる。 
 最も少ない港湾はロサンゼルス港で 1週間 1隻の船舶がバースを利用したことになる。 
 また、日本の港湾を除いた港湾の実稼働時間にみる 1バースあたりの年間寄港回数中央値は 260
回であるが、これは 1日に 1隻の船舶が寄港していることになる。 
また、日本の港湾を除いた港湾の実稼働時間にみる 1バースあたりの年間寄港回数中央値は 291
回であるが、これは 1日に 1隻の船舶が寄港していることになる。 
 我が国の国際港湾の京浜港は実稼働時間にみる 1バース当たりの年間寄港回数が 436回で中央
値の 150%で、中央値を超え海外の港湾と比較すると多いことが分かる。周辺の代表的な集散地点
となる釜山港や上海港と比べると釜山港は 220回で京浜港は釜山港の 198%であり釜山港より多い
ことが分かる。上海港と比べると上海港は 435回で京浜港は上海港の 100%であり上海港とほぼ同
数である。阪神港は実稼働時間にみる 1 バース当たりの年間寄港回数が 226 回で中央値の 78%と
中央値を下回り海外の港湾と比較して少ないことが分かる。阪神港は、釜山港と比較すると釜山
港の 103%でありほぼ同数であるといえる。上海港と比較すると上海港の 192%である。 
 京浜港を構成する東京港と横浜港は両港ともに中央値を超えているが、東京港の方が 1 バース
当たりの年間寄港回数は多い。東京港は 623回で半日に 1隻、横浜港は 339回で 1日に 1隻程度
である。東京港は横浜港の 184%である。 
 阪神港を構成する大阪港と神戸港は両港ともに中央値を下回るが、大阪港の方が 1 バース当た
りの寄港回数は多い。大阪港は 237回で 1日半に 1隻、神戸港は 217回で 1日半に 1隻程度ある。
大阪港は神戸港の 109%である。 
 日本海側拠点港湾の博多港は東京港についで実稼働時間にみる 1 バース当たりの年間寄港回数
が多く 595回である。これは中央値と比較しても 209%である。これは半日に 1隻程度寄港してい
るということになる。京浜港と比較すると 136%である 
 
表 5.10 実稼働時間からみる 1バース当たりの年間寄港回数 
 
港湾
1バース当たりの
年間寄港回数
港湾
1バース当たりの
年間寄港回数
香港港 717 基隆港 273
厦門港 640 シンガポール港 268
レムチャバン港 629 *大阪港 237
*東京港 623 青島港 235
*博多港 595 ドバイ港 228
*京浜港 436 *阪神港 226
上海港 435 釜山港 220
寧波港 434 *神戸港 217
高雄港 403 ニューヨーク港 71
ポートクラン港 382 ホーチミン港 54
*横浜港 339 ロサンゼルス港 49
フェリクストウ港 297 中央値 284
ロッテルダム港 284
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 以上の結果から寄港回数からみるバースの利用状況について以下の様な特徴がいえる。 
 我が国の国際戦略港湾の京浜港は海外の港湾の中央値から比較すると 1 バース当たりの年間
寄港回数は多い港湾である。周辺の代表的な集散地点である釜山港より年間寄港回数は多い
が上海港よりは少ない港湾である。 
 我が国の国際戦略港湾の阪神港は海外の港湾の中央値から比較すると 1 バース当たりの年間
寄港回数は少ない港湾である。周辺の代表的な集散地点である釜山港や上海港よりも年間寄
港回数は少ない港湾である。 
 実稼働時間を単位時間として 1 バース当たりの年間寄港回数をみると、我が国の国際戦略港
湾は 1バース当たりの年間寄港回数は増加する。 
 実稼働時間でみると我が国の国際戦略港湾の京浜港は中央値と比較すると 150％、釜山港と
比較すると 198%m 上海港とはほぼ同数になり、バースの稼働状況は海外の港湾と比較しても
多い港湾である。 
 実稼働時間でみると我が国の国際戦略港湾の阪神港は中央値を下回るが、釜山港とほぼ同数
になる。京浜港と比較すると稼働状況に余裕がある。 
 国際戦略港湾を構成する港湾についてみると京浜港では東京港の方が横浜港より 1 バース当
たりの年間寄港回数は多く、阪神港では大阪港のほうが神戸港より 1 バース当たりの寄港回
数は多い。 
 特に東京港は実稼働時間でみると横浜港の 184%で横浜港に比べて過密であり、釜山港や上海
港と比較しても年間寄港回数が多い。 
 日本海側拠点港湾の博多港は日本の国際戦略港湾と比較すると過密である。 
 
 以上の特徴から我が国の港湾の寄港回数からみるバースの利用状況について特徴をまとめると、
我が国の港湾の京浜港は他港湾と比較して 1 バース当たりの年間寄港回数が多く、特に実稼働時
間で見ても釜山港や上海港より過密な港湾であるといえる。また、京浜港の中でも東京港は特に
過密な稼働状況である。阪神港は、世界の港湾や京浜港と比較して余裕がある。 
 日本海側拠点港湾の博多港は京浜港や阪神港と比較すると取扱量が多い。 
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5.3.5. コンテナ取扱量からみるガントリークレーンの利用状況 
 表 5.11にはガントリークレーン 1基当たりのコンテナ取扱量を示す。 
日本の港湾を除いた港湾のガントリークレーン 1 基当たりのコンテナ取扱量の中央値は約
177,429TEUである。 
 我が国の国際港湾の京浜港と阪神港はガントリークレーン 1 基当たりのコンテナ取扱量は中央
値を下回る。京浜港は中央値の 58%、阪神港は中央値の 29%である。周辺の代表的な集散地点であ
る上海港や釜山港と比較しても少ない。京浜港は上海港の 40%、釜山港の 58%、阪神港は上海港の
20%、釜山港の 29%である。また、京浜港と阪神港を比較すると京浜港の方が取扱量は多く、京浜
港は阪神港の 198%である。 
 国際戦略港湾を構成する港湾にも中央値を超える港湾はない。京浜港を構成する東京港と横浜
港では東京港の方がガントリークレーン 1 基当たりの取扱量は多い。また、東京港は日本で最も
ガントリークレーン 1基当たりの取扱量が多く、122,427TEUである。東京港は中央値の 69％、横
浜港の 146%である。 
 阪神港を構成する神戸港と阪神港では、神戸港の方がガントリークレーン 1 基当たりの取扱量
は多く 53,256TEUである。神戸港は大阪港の 110%の取扱量である。 
 日本海側拠点港湾の博多港は東京港についでガントリークレーン 1 基当たりの取扱量が多く
106,940TEUである。これは中央値の 60%であり、京浜港の 105%の取扱量である。 
 
表 5.11 ガントリークレーン 1基当たりのコンテナ取扱量 1 
 
 
 ガントリークレーンもバースと同様に 24時間稼働とは限らない。特に我が国の港湾は稼働時間
が限られていることがしばしば見受けられる。そこで、表 5.12には実稼働可能時間を単位時間と
してみた各港湾のガントリークレーン 1基当たりの取扱量を示す。 
ガントリークレーン 1基当たりのコンテナ取扱量が最も多い港湾は厦門港で 831,429TEUである。
                                                   
1 厦門港の一時間当たりのガントリークレーン 1基当たりの取扱量は 94TEUになる。これは、厦門港についでガ
ントリークレーン 1基当たりの取扱量が多い寧波港の 2倍であり、過大である可能性が考えられる。厦門港の荷
役設備について参考文献(41)(42)で調査したが、本研究で用いた値と大きな乖離は無いため、荷役がガントリークレ
ーン以外のクレーン等が主に用いられている可能性が考えられ注意する必要性がある。 
港湾
ガントリークレーン1基当たりの
コンテナ取扱量(TEU)
港湾
ガントリークレーン1基当たりの
コンテナ取扱量(TEU)
厦門港 831,429 フェリクストウ港 113,333
寧波港 438,133 *博多港 106,940
高雄港 437,201 *京浜港 102,232
上海港 257,248 ニューヨーク港 89,695
青島港 255,574 ホーチミン港 87,636
香港港 244,322 *横浜港 84,107
レムチャバン港 241,337 基隆港 65,430
ポートクラン港 188,723 ロサンゼルス港 60,869
釜山港 177,429 *神戸港 53,256
ロッテルダム港 159,226 *阪神港 51,626
シンガポール港 149,637 *大阪港 48,615
ドバイ港 146,835 中央値 177,429
*東京港 122,427
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最も少ない港湾は大阪港で 48,615TEUである。 
 また、日本の港湾を除いた港湾のガントリークレーン 1 基当たりのコンテナ取扱量の中央値は
約 177,429TEUである。 
 我が国の国際港湾の京浜港と阪神港はガントリークレーン 1 基当たりのコンテナ取扱量は中央
値を下回る。京浜港は中央値の 87%、阪神港は中央値の 35%である。周辺の代表的な集散地点であ
る上海港や釜山港と比較しても少ない。京浜港は上海港の 60%、釜山港の 87%、阪神港は上海港の
24%、釜山港の 35%である。また、京浜港と阪神港を比較すると京浜港の方が取扱量は多く、京浜
港は阪神港の 249%である。 
 国際戦略港湾を構成する港湾では東京港が中央値を超える。また京浜港を構成する東京港と横
浜港では東京港の方がガントリークレーン 1 基当たりの取扱量は多い。東京港は日本で最もガン
トリークレーン 1基当たりの取扱量が多く、233,720TEUである。東京港は中央値の 132%、横浜港
の 217%である。 
 阪神港を構成する神戸港と阪神港では、神戸港の方がガントリークレーン 1 基当たりの取扱量
は多く 72,112TEUである。神戸港は大阪港の 148%の取扱量である。 
 日本海側拠点港湾の博多港は実稼働時間でみると京浜港を下回る取扱量である。博多港のガン
トリークレーン 1基当たりの取扱量は 106,940TEUである。これは中央値の 60%であり、京浜港の
69%の取扱量である。 
 
 表 5.12 実稼働時間からみるガントリークレーン 1基当たりのコンテナ取扱量 
 
 
以上の結果からガントリークレーン 1 基当たりのコンテナ取扱量について以下の様な特徴がいえ
る。 
我が国の国際戦略港湾のガントリークレーン 1 基当たりのコンテナ取扱量は他国と比較する上
で中央値から比べると多いといはいえない。 
我が国の国際戦略港湾の京浜港と阪神港を比べると京浜港は阪神港の 198%の取扱量であり、京
浜港に比べて阪神港は半分以下の稼働で余裕がある。 
国際戦略港湾を構成する京浜港の東京港と横浜港では、東京港のほうが取扱量は多く、阪神港
港湾
ガントリークレーン1基当たりの
コンテナ取扱量(TEU)
港湾
ガントリークレーン1基当たりの
コンテナ取扱量(TEU)
厦門港 831,429 ドバイ港 146,835
寧波港 438,133 フェリクストウ港 113,333
高雄港 437,201 *横浜港 107,468
上海港 257,248 *博多港 106,940
青島港 255,574 ニューヨーク港 89,695
香港港 244,322 ホーチミン港 87,636
レムチャバン港 241,337 *神戸港 72,112
*東京港 233,720 基隆港 65,430
ポートクラン港 188,723 *阪神港 62,170
釜山港 177,429 ロサンゼルス港 60,869
ロッテルダム港 163,671 *大阪港 48,615
*京浜港 154,845 中央値 177,429
シンガポール港 149,637
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を構成する神戸港と大阪港では神戸港のほうが取扱量は多い。 
実稼働時間を単位時間としてガントリークレーン 1 基当たりのコンテナ取扱量をみると、我が
国の国際戦略港湾はガントリークレーン 1基当たりのコンテナ取扱量は増加する。 
実稼働時間を単位時間としてみても京浜港と阪神港は中央値を下回り、中央値と比較すると余裕
がある。 
国際戦略港湾を構成する京浜港の東京港は実稼働時間を単位時間としてみると中央値を上回る。 
実稼働時間でみると、京浜港を構成する東京港は横浜港の 217%の取扱量があり、横浜港は東京港
に比べて半数以下のかどうであり余裕がある。 
日本海側拠点港湾の博多港は京浜港と阪神港と比較すると過密であるが、実稼働時間で比較す
ると、博多港は京浜港の 69％の取扱量で余裕がある。 
 
 以上の特徴から我が国の寄港回数からみるガントリークレーンの利用状況の特徴をまとめると、
我が国の国際戦略港湾は海外と比較しても余裕はある。しかし実稼働時間でみるときには東京港
は他国と比較しても取扱量は多い。また、京浜港と阪神港では阪神港のほうが半分以下の稼働で
余裕がある。さらに京浜港では実稼働時間でみると、東京港に比べて横浜港は半分以下の稼働で
ある。日本海側拠点港湾の博多港は京浜港や阪神港と比較すると取扱量が多いが、実稼働時間で
みると京浜港を下回る。 
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6. 国際戦略港湾政策で注意すべき港湾整備の課題 
6.1. 港湾の特徴と整備する機能の関係 
 本節では本章において整備する機能の考察を行なっていく内容と港湾の特徴の関係性について
解説を行なっていく。 
本考察では今後の国際戦略港湾政策で注意すべき港湾整備の課題として以下について考察する。 
(1) 我が国の港湾の今後の貨物の集荷方法と基幹航路の維持・拡大 
(2) 我が国の港湾設備の管理に関する考察 
(3) 国際コンテナ戦略港湾の岸壁機能整備の考察 
 3.3 で述べたように、我が国の港湾政策では基幹航路の維持・拡大、貨物集荷の向上、港湾運
営・管理の効率向上により費用の低廉化を目標課題としたハブ港湾政策を考えている。 
 港湾としてネットワーク上のハブ港湾となりうるためには、3.1 でまとめたように、中田(26)は
港湾管理者が港湾をハブと位置づけたとしても、海上輸送の場合船社が港湾をハブとして使うか
によって決まると指摘している。中田(26)らや石原(27)が指摘するように、港湾が利用されるように
なる為には貨物需要の他に、地勢的に他のハブ港湾と近いことの必要性、経済性や時間などのコ
ストやサービスが集約前と比べて優れていることが必要であると指摘している。 
つまり、近隣港湾と比較して貨物集荷力の優位性、地勢的優位性、コスト・サービス優位性が
必要となる。 
 この条件でも貨物の集荷力や地勢的優位性についてはコスト・サービス優位性と比較すると政
府及び港湾管理者によって優位性の変化に影響は与えられにくい。つまり、貨物の集荷力や地勢
的優位性という優劣を調整することが難しい条件を通過した上で、コスト・サービスの優位性は
検討される必要がある。 
 貨物の集荷力については、貨物集荷の中でも背後地貨物とトランシップ貨物に分けられるが、
我が国において背後地貨物は船舶の輸送以外にも様々な輸送手段による国内輸送によっての解決
が考えられる。しかし、トランシップ貨物については海上輸送または航空輸送が必要となるため、
地勢的優位性やコスト優位性の条件を満たさないと利用はされない。 
 そこで、寄港する船舶の就航地域が類似する港湾同士は、航路の集散地点として競合する港湾
でありハブ港湾として求められる機能は共通する。よって、寄港する船舶の就航地域が類似する
港湾については本研究で明らかにした寄港船舶の就航地域の特徴や寄稿船舶の就航地域の特徴に
よって検討することができる。 
 その上で、ハブ港湾が選択されるために貨物集荷力の優位性、地勢的優位性、コスト・サービ
ス優位性が必要になるが、この内、貨物集荷力については港湾のコンテナ取扱量の特徴から考察
を行うことができる。 
 地勢的優位性と貨物集荷力の視点から、6.2 において我が国の港湾の今後の航路維持・拡大の
考察を行う。 
 6.2 で考察した内容を踏まえ今後注意すべきるコスト・サービスの優位性向上のための課題に
ついて考察を行う。 
コスト・サービスの優位性については、本研究で明らかにした港湾設備の特徴を中心として考
察を行なって行くことができる。最初に、本研究で考えられるコスト・サービスについて説明を
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行うと、コストについては港湾利用に係る費用と捉えることとし、サービスについては港湾が取
り扱える貨物量や船舶の寄港の可否という事として捉える。 
費用については、港湾の管理の規模から考察していく。本研究では直接的に金額を明らかにす
るのではなく、費用を低減にするための対策について考える。特に本研究で明らかにした特徴の
中では、費用低減に関係する対策としては港湾の管理規模の特徴が挙げられる。 
港湾の管理する規模について考えることの必要性はスーパー中枢港湾政策(21)の時から述べら
れていることである。ターミナルの管理の規模を大きくすることで、スケールメリットを享受す
ることが港湾の費用低廉化につながることが言われている。現状ではコンテナターミナルのオペ
レーションが統一されておらず、法制上の制約から料金や船社との交渉、荷役作業の調整などは
個別の港湾運送事業者が行なっていると指摘されている(54)。このため、港湾設備の融通が効きに
くいことが考えられる。港湾設備が細分されることで、大型船が寄港するためのバースの融通や
ガントリークレーンの融通等の施設調整が難しくなる。このため大型船の就航機会を失い、荷主
や船社にとってはスケールメリットを享受できなる。また、フィーダー船等は本船が入港するタ
イミングの付近で入港をしていれば積み替えの迅速化なども検討することができるようになるが、
現状のようにターミナルが細分化されていると、港湾運送業者は融通をきかせることも難しくな
る。その他にも、同一時間帯にターミナル当たりで管理するバース数以上の船舶が入港した際に、
待ち時間が発生することも考えられる。港湾を細分化されることで港湾全体の港湾設備の融通を
効かせることが難しくなり、港湾設備当たりの取扱いにも偏りが発生することが考えられる。 
港湾のコンテナの取扱量と港湾設備の管理のされ方によって港湾設備の管理の規模は変化し、
港湾設備あたりの取扱量の規模は変わる。そこで、6.3 では港湾の取扱量と我が国の港湾管理の
特徴から港湾管理の規模について考察する。 
サービスについては、港湾が取り扱える貨物量や船舶の寄港の可否という視点から港湾設備の
中でも船舶の荷役に係る岸壁整備について 6.4で考察を行う。 
岸壁の荷役設備としてはバースとガントリークレーンの数や稼働時間により寄港できる船舶の
数やコンテナの取扱量に影響が及ぶ。また、船舶の寄港回数やコンテナ取扱量に余裕が無く稼働
状況が過密であれば、入港待ちや荷役に利用できるガントリークレーンの数が足りなくなるとい
った状況が発生する可能性が考えられ、時間的なサービス低下が考えられる。 
6.4.1 と 6.4.2 では港湾設備の特徴から今後必要になるガントリークレーンとバースの設置数
や稼働時間についての考察を行う。 
また、岸壁の整備の課題として船社はスケールメリットを追求する為、船舶の大型化を進める
事が考えられる。特に、スーパー中枢港湾政策(25)や国際コンテナ戦略港湾政策(26)や報道等(34)(52)(53)
でも論じられているようにすでに大型化が行われている欧州航路に加え北米航路でも大型化が今
後進むと考えられる。 
このことから我が国として基幹航路の維持・拡大を考えるのであれば大型船舶に対応できなけ
れば基幹航路に直接乗せる貨物を扱える量が減少すること、船社にとっては我が国の港湾に寄港
させようとしても寄港させられないという問題が発生しこれはサービスの低下と捉えることがで
きる。このことから我が国に寄港する船舶の特徴と就航する地域の特徴から 6.4.3 では大水深の
岸壁の整備について検討を行う。 
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6.2. 我が国の港湾の今後の貨物の集荷方法と基幹航路の維持・拡大 
 最初に我が国において基幹航路の維持・拡大の可能性のある地区について検討する。 
 ハブ・アンド・スポークの仕組みから考えると、ハブ港湾は様々な方面からの集散地点である。
本研究の寄港船舶の就航地域のつながりの特徴から、東アジアにおける集散地点は日本太平洋側
地区、韓国地区、長江デルタ地区、珠江デルタ地区、東南アジア地区が挙げられる。これらの地
区にある港湾がハブ港湾となりうる可能性が考えられ、我が国では日本太平洋側地区が該当する。 
 つまり、日本でハブ港湾の政策を検討していく上では、日本太平洋側地区で議論を進めるべき
であり、現行の基幹航路を中心として考える政策を目指す港湾政策であれば妥当だと考えられる。 
 また、我が国の国際コンテナ戦略港湾政策(22)では“シンガポール港や釜山港と伍する港湾”を
目指すとされている。しかし、就航地域のつながりの特徴では集散地点として北米方面の集散地
であり中国の環渤海地区、長江デルタ地区、珠江デルタ地区とのつながりを持つ点について日本
太平洋側地区と韓国地区は類似している。また、寄港船舶の特徴については、就航地域の特徴か
ら図 5.12 において日本の国際戦略港湾や釜山港はシンガポール港や中国港湾と比較すると域内
船の割合が高く北米に寄港する船舶が多く、船型についても図 5.15国際戦略港湾や釜山港は寄港
船舶の中の多くが 1,500TEU 以下でシンガポール港や中国港湾の寄港船舶の中央値が船型約
2,000TEU以上であることに比べると国際戦略港湾や釜山港は中国港湾やシンガポール港と比べて
小さい船舶に寄港されるという特徴で類似している。特に、国際戦略港湾の横浜港と釜山港は四
分位偏差でも他港湾と類似している。 
このことからも、我が国の港湾は港湾として比較を行う上では釜山港が最も類似しており、貨
物集荷や航路の集散については競合する可能性が考えられ、比較すべき港湾であることが分かる。
また、就航地域のつながりの特徴から台湾地区は集散地点とは呼べない。しかし、台湾地区の高
雄港は集散地点ではないものの、その他の港湾と比較すると東アジアとのつながりは多い。また、
高雄港と京浜港は東アジアとのつながりを集め、北米西岸の港湾の入口担っている点から考えて、
京浜港は高雄港と類似しているといえる。釜山港と高雄港についても、就航地域の特徴で非常に
類似しているということがいえた。以上のことから高雄港についても就航地域について我が国の
太平洋側地区の港湾と競合・類似することが考えられるので比較対象とする。 
 よって、我が国の国際戦略港湾政策としては、日本太平洋側地区で議論を進めることが妥当で
あるという前提のもとで日本太平洋側の国際戦略港湾である京浜港と阪神港と釜山港と高雄港の
比較を中心に以下議論を行う。 
 最初に、我が国と基幹航路上の北米と欧州の地理的関係から優位性について検討を行う。 
 表 6.1には各港湾間の距離を示す。この距離表は海上保安庁の水路図誌の水路書誌の距離表(55)
から作成した。表 6.2には釜山港と高雄港と比較して船速が 20ノットの場合に増減する時間を示
す。ただし、表中の▲は航海時間が増加する場合を意味する。 
検討を行う上で、欧州方面については、就航地域のつながりの特徴から、東南アジア地区が出入
り口になっており、東南アジア地区の中でもシンガポール港が集散地点となっていることが分か
った。この点からは欧州方面からの距離としてはシンガポール港を起点として考える。 
北米方面については就航地域のつながりの特徴ロサンゼル港とオークランド港が東アジアの
出入り口となっているため、2港を代表港とした。 
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また京浜港については横浜港、阪神港については神戸港を代表港とした。 
 まず北米方面についてみると、京浜港は対象港湾中でロサンゼルス港、オークランド港との距離
が短く、船舶が 20ノットで運航されているとすると、ロサンゼルス港については釜山港と比較し
て約 20時間、高雄港と比較して約 2日半以上短く優位性があるといえる。続いて阪神港も釜山港
や高雄港と比べて距離が短く、釜山港と比較して約 6時間、高雄港と比較して、約 2日以上短く
優位性があるといえる。さらに、京浜港と阪神港の 2 港に入港した場合でも釜山港と京浜港と比
較して距離は短い。しかし、この場合、阪神港に単独で入港する場合と比べて航海時間では釜山
港や高雄港と比較して 3時間半だけ短くなる。このことを考えると出入港作業や荷役などが 2校
分必要になることを考慮すると、2港入港の際に優位性は低くなることが考えられる。 
 しかし、実際には北米アジア間を就航する船舶は中国まで寄港することが多い。よって、北米
から各港湾を経て中国の代表的な集散地点である長江デルタ地区の上海港と珠江デルタ地区の香
港港を最終目的地とする場合を検討する。この検討で入港する港湾は北米の各港湾と比較対象港
湾と最終目的地の 3港湾、比較対象港湾が京浜港と阪神港の場合は 4港湾に入港することになる。 
 最初に上海港が最終目的地の場合は、ロサンゼルス港、オークランド港共に最も航海距離が短
くなるのは釜山港であり、京浜港と比較して航海時間が約 7時間半、阪神港と比較して約 9時間
半、京浜港と阪神港の 2港入港の場合と比較すると約 10時間短い。 
 京浜港と阪神港は高雄港と比較すると距離は短く、ロサンゼルス港から京浜港を経由する場合
で約 2日、阪神港を経由する場合と京浜港と阪神港 2港湾を経由する場合で約一日半短く、オー
クランド港から京浜港を経由する場合は約 1 日半、阪神港を経由する場合と京浜港と阪神港を経
由する場合は約 1日半短い。 
 このことから、長江デルタ地区が最終目的地となる場合、国際戦略港湾は釜山港と比較すると
優位性が無いが、高雄港と比較すると優位性がある。 
 次に最終目的地が香港港の場合もロサンゼルス港、オークランド港共に最も航海距離が短くな
るのは釜山港であり、京浜港と比較して航海時間が約 2 時間、阪神港と比較した場合と京浜港と
阪神港の 2港入港の場合は約 4時間半短い。 
 国際戦略港湾と高雄港を比較した場合、京浜港は高雄港と比較して距離は短くなり、阪神港は
高雄港と比較して距離は長くなる。ロサンゼルス港から国際戦略港湾を経由する場合と高雄港を
経由する場合を比較すると京浜港を航海時間が 1 時間短くなるが、阪神港の場合と京浜港と阪神
の 2港を経由する場合は 1時間長くなり、オークランド港から国際戦略港湾を経由する場合と高
雄港を経由する場合を比較すると京浜港は 1.0 時間短くなるが阪神港の場合と京浜港と阪神の 2
港を経由する場合は約 1 時間半長くなる。京浜港のみを経由する場合は高雄港に比べて優位性が
あるが、上海港を最終目的地とする場合と比べると短縮される距離は短く優位性は低くなる。 
 ゆえに、珠江デルタ地区が最終目的地となる場合、国際戦略港湾は釜山港と比較すると優位性
がなく、高雄港と比べると京浜港のみに寄港する際には優位性があるといえる。しかし、上海港
を最終目的地とする場合と比べると優位性は低くなる。 
 さらに欧州方面について検討するためにシンガポール港についてみると、シンガポール港との
距離が最も短い港湾は台湾港湾である。これは上海港を経由した時でも変わらない。 
 国際戦略港湾と釜山港を比較するとシンガポール港までの距離は上海港を経由する場合もしな
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い場合もいずれの港湾も釜山港より距離が長くなり、国際戦略港湾は優位性がない。特に京浜港
はシンガポール港から上海港を経由する際に最も距離の差が長くなり、釜山港と比べて 1 日以上
航海時間が長くなる。 
 以上のことから我が国についてまとめる、国際戦略港湾は釜山港や高雄港と比べて北米との直
接的な距離では地理的な優位性があるが、中国を最終目的地とする場合は釜山港と比べて地理的
な優位性はなくなる。また、高雄港と比べた場合、京浜港のみが地理的な優位性を保つことがで
きるが阪神港は地理的な優位性がなく、2港入港すると京浜港の優位性も無くなる。 
 また、シンガポール港についてみると、我が国の国際戦略港湾は釜山港や高雄港と比べて地理
的な優位性はない。 
 
表 6.1 各港湾間の距離 
 
単位：海里（NM） 
表 6.2 釜山港と高雄港と比較して増減する時間 
 
ただし、▲は増加する場合を意味する。                     単位：時
間 
京浜港 阪神港 京浜・阪神二港入港 釜山港 高雄港
ロサンゼルス港 4,841 5,125 5,190 5,245 6,133
オークランド港 4,552 4,836 4,901 4,956 5,835
ロサンゼルス港
（最終目的地：上海港）
5,885 5,932 5,935 5,738 6,743
オークランド港
（最終目的地：上海港）
5,596 5,643 5,646 5,449 6,445
ロサンゼルス港
（最終目的地：香港港）
6,447 6,494 6,497 6,403 6,475
オークランド港
（最終目的地：香港港）
6,158 6,205 6,208 6,114 6,177
シンガポール港 2,916 2,705 3,054 2,521 1,668
シンガポール港
(上海港経由)
3,264 3,027 3,376 2,713 2,830
京浜港 阪神港 京浜・阪神二港入港 京浜港 阪神港 京浜・阪神二港入港
ロサンゼルス港 20.2 6.0 2.8 64.6 50.4 47.2
オークランド港 20.2 6.0 2.8 64.2 50.0 46.7
ロサンゼルス港
（最終目的地：上海港）
▲ 7.4 ▲ 9.7 ▲ 9.9 42.9 40.6 40.4
オークランド港
（最終目的地：上海港）
▲ 7.4 ▲ 9.7 ▲ 9.9 42.5 40.1 40.0
ロサンゼルス港
（最終目的地：香港港）
▲ 2.2 ▲ 4.6 ▲ 4.7 1.4 ▲ 1.0 ▲ 1.1
オークランド港
（最終目的地：香港港）
▲ 2.2 ▲ 4.6 ▲ 4.7 1.0 ▲ 1.4 ▲ 1.6
シンガポール港 ▲ 19.8 ▲ 9.2 ▲ 26.7 ▲ 62.4 ▲ 51.9 ▲ 69.3
シンガポール港
(上海港経由)
▲ 27.6 ▲ 15.7 ▲ 33.2 ▲ 21.7 ▲ 9.9 ▲ 27.3
釜山港と比較 高雄港と比較
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 以上のことから、わが国の港湾としては基幹航路でも北米航路の集散地点となることに釜山港
と比べると不利ではあるが、直接的な距離や高雄港と比較した場合のことから、北米航路の寄港
の可能性が残された。そこで北米との輸送に関わる貨物集荷について検討する。 
 図 6.1には 2010年の東アジア各国とアメリカとの輸出入量を示す。この輸出入量にトランシッ
プ貨物は含まれず背後地貨物と考えることができる。この図は赤倉ら(14)の先行研究より作成した。 
 2010年においてアメリカとの輸出入量が最も多い港湾は中国で、輸出量が 796万 TEU、輸入量
が 233 万 TEU である。これは、中国に次いで輸出量が多い韓国の 1273%であり、輸入量が中国に
次いで多い日本の 284%である。 
貨物需要は中国が他国と比較して多い。中国以外の国家の輸出入量は 1百万 TEU以下である。 
 対米輸出では中国以外の国家では韓国が最も多く、次いで日本が多い。韓国は日本の 110%の対
米輸出量である。対米輸入量では、中国を除くと日本が最も多く、次いで韓国が多い。日本は韓
国の 126%の対米輸入量である。 
 また、台湾についても、中国を除いた場合に輸出については香港に次いで 4 番目、輸入につい
ては韓国に次いで 3番目であり、東アジアのその他の国と比較すると取扱量は多い。 
 つながりの特徴から、東航では韓国地区が集散地点となり、西航では日本が集散地点となって
いる特徴が見られ、また、コンテナ取扱量の特徴でも、日本では日本太平洋側地区の港湾の取扱
量が半数以上を占めていた。北米への輸送の際、輸出の際に韓国において背後地貨物が見込める
ため韓国を北米への出口としての集散地点の役割をし、輸入においては日本の背後地貨物の需要
が見込めるために日本太平洋側地区が入口としての集散地点の役割を果たしていると考えられる。 
 
 
出典）世界のコンテナ船動静及びコンテナ貨物流動分析(13) 
図 6.1 東アジア各国とアメリカとの輸出入量 
 
69 
 
以上までの地勢的優位性と貨物集荷の優位性からみると、地勢的優位性については釜山港と比
較して低いが、高雄港よりも高い。貨物集荷の優位性については輸入の北米西航については韓国
や台湾と比較して優位性があり、輸出についても台湾より優位性がある。 
このことから、我が国の競合する港湾であり比較を行うべき港湾は釜山港が最も望ましいと考
えられる。6.3以降の考察では釜山港を競合比較港湾として用いる。 
また、我が国は地勢的優位性の問題からトランシップ貨物の集荷については釜山港と比較する
と可能性は低いと考えられるが、背後地貨物の優位性で北米西航については釜山港より高いと考
えられる。 
1.1 でも述べられたように、国際競争力という視点で見れば、トランシップ貨物の集荷向上を
目指さなければいけない。しかし我が国の港湾は釜山港と比較してトランシップ貨物の集荷力は
地勢的優位性から考えれば難しい。 
そこで我が国がまず、基幹航路の維持を考えるのであれば、背後地貨物の集荷に注力をすべき
である。背後地貨物の集荷に注力することを考えれば、京浜港と阪神港の 2 港に寄港をさせるよ
うな貨物集荷を行うことは我が国の港湾における貨物を 2 港湾に分散させることになり、1 港湾
あたりの貨物集荷力は低下させてしまう。 
 我が国において、トランシップ貨物集荷の可能性がある港湾は京浜港であり、地勢的な優位性
としても国内では京浜港が高いことが明らかになった。このことから、我が国の港湾政策として
は、京浜港に一極集中した整備を行い、京浜港に国内の国際輸送貨物を集約すべきである。集約
を行い、貨物集荷力を向上させることで、船社にとっての貨物需要は京浜港に集中し船舶を就航
させる動機となる。航路の集散が増えればトランシップ貨物の集荷の可能性も向上する。 
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6.3. 我が国の港湾設備の管理に関する考察 
 我が国の港湾設備の管理規模の特徴から、我が国の港湾は他港湾と比較して港湾が細分化され
ており港湾の管理規模が小さいことが明らかになった。管理の規模が小さいことで船舶や貨物の
融通を行うことが難しくなる。 
そこで、新たに港湾設備の拡大を行うことで管理する規模を拡大させることと現状の港湾設備
を維持したままターミナルを再編することで管理単位当たりの規模を大きくすることが考えられ
る。 
 表 6.3 には釜山港に対する国際戦略港湾の港湾設備の管理規模を示す。国際戦略港湾の京浜港
において、ターミナル当たりのバース数をみると釜山港の 25%であり、最も管理の規模が小さい。 
 国際戦略港湾の阪神港においてもターミナル当たりのバース数をみると釜山港の 26%であり、
最も管理の規模が小さい。このことから、新たに港湾設備の拡大を行うことを考えれば、現状の
4 倍程度の設備が必要になり、大規模な港湾開発が必要になり、用地に限りがある我が国におい
ては現実的な対策とはいえない。 
  
表 6.3 釜山港に対する国際戦略港湾の港湾設備の管理規模 
 
 
 以上のことから、ターミナル当たりのバース数について釜山港と同等以上になるように現状の
港湾設備を維持したままターミナルの再編を考える必要があると考える。 
表 6.4には釜山港のターミナル当たりのバース数である 6バースを基準として、我が国港湾設
備の管理規模の目標を示す。 
京浜港、阪神港共に港湾を 6分割するターミナル管理を行うことが望ましいと考えられる。 
この際京浜港はターミナル当たりの床面積が 566,086 ㎡となり、ターミナル当たりのバース総
延長が 1,556m、ターミナル当たりのコンテナ取扱量は 1,169,157TEUとなる。 
阪神港はターミナル当たりの床面積が 476,831㎡、ターミナル当たりのバース総延長が 1,753m、
ターミナル当たりのコンテナ取扱量が 1,169,157TEUとなる。 
これらの管理規模をその他の港湾と比較する。図 6.2 にはターミナル当たりのバース総延長と
ターミナル当たりの床面積、図 6.3 には国際戦略港湾の再編を行った上でのターミナル当たりの
コンテナ取扱量の比較を示す。 
ターミナル当たりのバース総延長をみると京浜港は香港港と最も近い値で同程度といえ、他港
と比較すると釜山港や厦門港にも近いといえる。阪神港は釜山港や厦門港を超え青島港に最も近
づく。 
ターミナル当たりの床面積をみると京浜港は香港港や寧波港に近づき、阪神港は釜山港や厦門
港、青島港に近くなる。 
ターミナル当たりのコンテナ取扱量についてみると、釜山港と比較すると我が国の港湾の取扱
釜山港
対釜山港比 対釜山港比
ターミナル数 9 23 35% 23 28%
ターミナル当たりの床面積(㎡) 475,309 166,496 25% 132,453 26%
ターミナル当たりのバース数 6 2 28% 2 30%
ターミナル当たりのバース総延長(m) 1,623 458 30% 487 28%
京浜港 阪神港
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量は少ないが、京浜港はレムチャバン港やホーチミン港の取扱量を上回るようになり、阪神港も
ホーチミン港を上回るがレムチャバン港を下回りメコンデルタ地区程度の取扱規模の港湾である
といえる。 
 以上からまとめると、我が国の港湾は港湾設備の管理規模は小さく、また、国際戦略港湾内で
も一方の港湾での取扱量が多いといったことが発生している。このことから、我が国の港湾とし
ては貨物や寄港船舶の取扱に際して融通が効きやすくなり、コスト・サービスを向上させるため
にも港湾の管理の単位を大きくすることが望ましい。このために、1 つの対策としては現在細分
化している管理の体制を、少ない管理主体に管理させ港湾の利用の効率についての責任と権限を
持たせることで、管理主体のターミナル整備の自由度が上がり融通の効くサービスを展開するこ
とができると考えられる。 
 その際に本研究による試算では釜山港と同程度のペースで船舶や貨物を受け入れると考えると、
京浜港、阪神港共にターミナルを 6つに統合することが望ましいと考えられる。 
 
表 6.4 釜山港を基準とした我が国の港湾設備の管理規模の目標 
 
 
 
図 6.2 ターミナル当たりのバース総延長とターミナル当たりのターミナル面積 
港湾 京浜港 阪神港
ターミナル数 6 6
平均管理面積(㎡) 566,086 476,831
平均管理バース数 6 6
平均管理バース総延長(m) 1,556 1,753
管理単位あたりの
コンテナ取扱量(TEU)
1,169,157 597,959
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図 6.3 ターミナル当たりのコンテナ取扱量の比較 
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6.4. 国際コンテナ戦略港湾の岸壁機能整備の考察 
6.4.1. ガントリークレーンの設置数と稼働時間の拡大の考察 
表 6.5に釜山港におけるガントリークレーン 1基当たりのコンテナ取扱量を基準とした場合の
我が国の港湾のコンテナ取扱量の比率を示す。 
 現状において実稼働時間からみると国際戦略港湾の京浜港と阪神港は釜山港よりガントリーク
レーン 1基当たりのコンテナ取扱量は少ない。構成港湾単独でみると東京港は釜山港の 132%のコ
ンテナ取扱量であり多い。 
 東京港のみで釜山港と比較するとガントリークレーンの稼働状況は過密であるといえ、現状の
ままで釜山港と同様のガントリークレーン 1基当たりのコンテナ取扱量 177,429TEUを稼働目標値
とする場合はガントリークレーンが 46基必要になり、現状と比較して 11基増設しなければいけ
なくなる。 
 東京港以外の港湾については増設の必要性は無いといえる。 
 ここで、24時間稼働を行う場合のガントリークレーン 1基当たりのコンテナ取扱量は釜山港と
比較して京浜港は 58%、阪神港は 29%である。また、東京港も 69%まで低下する。 
 この時、釜山港と同様のガントリークレーン 1基当たりのコンテナ取扱量 177,429TEUを稼働目
標値とする場合に現状の取扱量から考えて、京浜港は年間 5,564,611TEUまでコンテナ取扱量が増
加できる余裕がある。京浜港の東京港では年間 1,925,071TEU、横浜港では 3,639,540TEU までコ
ンテナ取扱量が増加できる余裕がある。阪神港では年間 9,309,455TEUまでコンテナ取扱量が増加
できる余裕がある。阪神港の大阪港では年間 3,349,154TEU、神戸港では 5,960,301TEU までコン
テナ取扱量が増加できる余裕がある 
 以上の事から京浜港においては東京港で 24時間化は必要であると考えられる。しかし国際戦略
港湾へのガントリークレーンの増設は不要である。 
 
表 6.5 釜山港に対するガントリークレーン 1基当たりのコンテナ取扱量の比率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
港湾 実稼働時間 24時間稼働
京浜港 87% 58%
東京港 132% 69%
横浜港 61% 47%
阪神港 35% 29%
大阪港 27% 27%
神戸港 41% 30%
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6.4.2. バースの設置数と稼働時間の拡大の考察 
 表 6.6に釜山港における 1バース当たりの寄港回数を基準とした場合の我が国の港湾の寄港回
数の比率を示す。 
 現状において実稼働時間からみると国際戦略港湾の京浜港と阪神港は釜山港より 1 バース当た
りの寄港回数は多い。構成港湾単独でみると神戸港は釜山港の 99%の寄港回数である。 
 特に京浜港の 2港湾は東京港が釜山港の 283%、横浜港が 154%であり、阪神港と比べると寄港回
数が多いことが分かる。 
 ここで、24時間稼働を行う場合 1バース当たりの寄港回数は京浜港では釜山港と比較して 133%、
阪神港では 90%に低下する。つまり現状と比べて、1バースあたりに寄港する頻度に余裕が生まれ
ることが分かる。 
阪神港において、大阪港では 108%で釜山港と比べると過密であるが、阪神港全体では 100%を下
回る。バースの年間寄港回数の稼働目標値を 24時間稼働した上で釜山港と同等の 1バース当たり
220 回の寄港回数とする場合、阪神港は年間 8,580 隻の船舶が寄港できるようになり、現状と比
較して 990寄港船舶を増やすことができる。 
しかし阪神港とは反対に、京浜港は依然釜山港と比較して過密な稼働状況であることが分かる。 
京浜港を 24時間稼働した上で 1バース当たりの稼働目標値を 1バース当たり 220回の寄港回数
とする場合、年間 10,525隻の船舶が寄港できるが、現状と比較しても 2,605隻分過密であるとい
える。 
そこで、釜山港と比較して過密な状況を解消するために新たにバースを浚渫することを想定す
る場合、現状と同じ年間の寄港回数においてバースを 24時間稼働させ、1バース当たりの稼働目
標値を 1バース当たり 220回の寄港回数とする場合、京浜港全体で 48バース必要となり、これは
現状と比較して 12バース増加させることになり、東京港で 7バース、横浜港で 5バース必要とな
る。 
 参考文献(34)より釜山港の 1バース当たりの平均長が 252 mである。この値と 5.3.1から日本以
外の港湾の奥行きの中央値である 473m を用いると、東京港において総延長 1.8km、総床面積 83
万㎡の敷地が必要になる。これは、大井ふ頭約 9割の面積である。横浜港においては総延長 1.3km、
総床面積 60万㎡の敷地が必要になる。これは、本牧ふ頭と同等の面積である。 
 また阪神港についても、大阪港が釜山港と比較して過密である。阪神港全体で寄港船舶を融通
することで解消することが望ましいが、大阪港でもバースの浚渫により過密な状態を解消する場
合は、16バースに増加させることになり、現状より 1バース増やす必要が出る。現状から 1バー
ス増やすことで阪神港全体では、年間寄港回数に 1,155隻余裕が生まれる。 
 
表 6.6 釜山港に対するバース当たりの寄港回数の比率 
 
港湾 実稼働時間 24時間稼働
京浜港 198% 133%
東京港 283% 146%
横浜港 154% 123%
阪神港 103% 90%
大阪港 108% 108%
神戸港 99% 78%
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6.4.3. 大水深岸壁の整備についての考察 
 我が国港湾が釜山港と伍する港湾を目指す場合、5.3.3 で述べたように、寄港船舶の船型を考
慮した岸壁の整備が必要である。今後の船型の大型化を見据えて大水深岸壁の整備が必要となる。 
そこで 6.4.2で検討したバース稼働の 24時間化実施を行った上で、釜山港の 1バース当たりの
寄港回数と我が国の港湾の 1 バース当たりの年間寄港回数の稼働目標値が同等になるように設定
した際に浚渫が必要となるバース数を整備すると仮定し、我が国の港湾の岸壁水深の構成を釜山
港と同様にした場合の岸壁水深別のバース数を表 6.7 に示す。括弧内の数字はバースの増減を表
し、▲はバースが減る場合を意味する。また、表 6.8 では現在のバース水深を考慮した上で整備
する岸壁水深別のバース数を示す。現行のバースで深い水深にするために岸壁数を減らすのでは
なく、浅い水深を増やすために岸壁水深を浅くする事は現実的ではない。このため、もし水深が
浅いバースが不足しており、水深が深いバースが余分な場合は水深の浅いバースの不足分を水深
の深いバースで補うこととする。 
まず 16m以上の大水深の岸壁については、京浜港、阪神港共に 6バース不足している。次に、
13m 以上 16m 未満のバースについては京浜港、阪神港の両港共に釜山港の構成比率からすると余
裕があることが分かる。このため京浜港で 6バースを 16m以上に掘り下げ、阪神港で 7バースを
16m 以上に掘り下げる必要性がある。その際、京浜港においては東京港で 4 バース、横浜港で 4
バース、阪神港では大阪港で 3バース、神戸港で 4バースの掘り下げ分担となる。 
次に 10m以上 13m未満の岸壁についてみると、京浜港、阪神港共に不足していることが分かる。
また、阪神港の神戸港において、10m未満の 2バースは必要が無い事がわかる。 
このことから、京浜港においては新たに浚渫する 12バースは 10m以上 13m未満のバースとし、
阪神港においては大阪港で新たに浚渫する 1バースを 10m以上 13m未満のバースとし、神戸港に
おいて 10m未満の 2バースを 10m以上 13m未満のバースに掘り下げる必要がある。 
以上の事から、我が国の港湾が釜山港に伍する港湾となるためには、今後就航の増加が見込ま
れる大型船を対象とした大水深バースと主にフィーダー輸送で用いられるような小型船が着岸す
る浅い水深のバースが不足しており整備を行う必要性がある。 
 
表 6.7 整備する岸壁水深別バース数 
 
表 6.8 現在のバース水深を考慮した上で整備する岸壁水深別バース数 
 
港湾 10m未満 10-13m未満 13－16m未満 16m以上
京浜港 0 25 (17) 16 (▲10) 8 (6)
東京港 0 12 (8) 8 (▲4) 4 (4)
横浜港 0 13 (9) 8 (▲6) 4 (2)
阪神港 0 (▲2) 20 (4) 13 (▲8)  7 (7)
大阪港 0 8 (1) 5 (▲3) 3 (3)
神戸港 0 (▲2) 12 (3) 8 (▲5) 4 (4)
港湾 10m未満 10-13m未満 13－16m未満 16m以上
京浜港 0 25 (12) 16 (▲6) 8 (6)
東京港 0 12 (7) 8 (▲4) 4 (4)
横浜港 0 13 (5) 8 (▲2) 4 (2)
阪神港 0 (▲2) 20 (3) 13 (▲7)  7 (7)
大阪港 0 8 (1) 5 (▲3) 3 (3)
神戸港 0 (▲2) 12 (2) 8 (▲4) 4 (4)
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7. おわりに 
本研究では、船舶動静データやコンテナの取扱量のデータを用いることによって、トランシッ
プ貨物集荷の可能性のある港湾と港湾の利用の特徴を明らかにした。また、これらを把握するこ
とで我が国の港湾開発に関する考察を行うことができた。 
その結果我が国の港湾について次のようなことがわかった。 
 日本太平洋側地区は東アジアの集散地点となっており、その中でも京浜港は東アジアの集散
地点となる港湾であり、北米と東アジアのつながりにおいて集散地点となっており、トラン
シップ貨物集荷の可能性が強い。このことから、我が国の拠点港湾政策を考えていく上では
日本太平洋側地区で議論を進めることが望ましく、さらに京浜港が最も望ましい港湾である。
さらに、我が国が今後の港湾政策で参考とすることができる港湾は、京浜港と同様に集散地
点となりトランシップ貨物集荷の可能性が考えられる、釜山港、上海港、香港港、シンガポ
ール港である。また、我が国の集散地点の港湾の特徴として北米の集散地点であるという点
が挙げられた。このことから釜山港と集散地点に準じてつながりを多くあつめる高雄港が最
も参考になり、港湾の役割として競合する可能性が高い。 
 我が国の港湾は船舶の寄港頻度は少なくない港湾であるが、一度の荷物の取扱量が少ない港
湾であり、我が国の港湾は貨物集荷が喫緊の課題となる。 
 我が国の港湾は小型の船型が多く就航する東アジア域内を寄港する船舶が多い港湾である。
寄港船舶の就航地域も北米に寄港する船舶の比率が高い。しかし、北米以外に寄港する船舶
の就航は他港湾と比較して少ない。これは釜山港や高雄港などの港湾と比較すると、北米に
寄港する船舶については京浜港では相対的に同等だといえるが、その他の地域からの就航が
少ない。台湾の港湾政策(49)において高雄港は国際ハブ港湾、基隆港は東アジア域内向けのハ
ブ港湾と機能分担されていることを引用すれば、我が国の港湾は東アジア域内向けの拠点港
湾のような利用のされ方である。 
 1,000TEU 未満の船舶がその他の港湾と比較して相対的に多い港湾であり、11,000TEU 以上の
船舶はほぼ寄港しない。小型の船型が多いが、京浜港の港湾設備について、16m 以上の水深
の岸壁ももち、中型船向けのバースを多く持つ。このことから寄港船型の特徴や他港湾と比
較して水深の浅い岸壁が多い港湾とはいえなない。岸壁整備の上では、我が国の港湾は小型
船向けのバースを浚渫することで対応ができる。 
 阪神港は京浜港と比べてコンテナ取扱量は半分以下で、船舶の寄港回数も少ない。日本太平
洋側地区に所属するが、集散地点の港湾とはなっていない。また、寄港する船舶も京浜港と
阪神港は類似しているが、阪神港を構成する大阪港についてはその他の国際戦略港湾と比較
すると、東アジア域内を寄港する船舶が多く、寄港する船型も小型である。これは日本海側
拠点港湾の博多港に近い特徴であり、国際戦略港湾の中でも特徴が異なる。 
 我が国の国際戦略港湾は港湾が細分化されており、ターミナルあたりの取扱量や設備の管理
数が少なく、港湾管理規模の小さい港湾であるといえる。 
 バースの稼働は他港湾と比較しても取扱量が多いが、ガントリークレーンの設置数について
は余裕がある。このことから整備としてはバース整備の必要性の方が高い。 
 日本太平洋側港湾はコンテナの取扱量や船舶の寄港回数も少なく、その他の地区とのつなが
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りも希薄である。港湾設備は国際戦略港湾と比べると、寄港船舶の特徴に即して岸壁水深は
浅い。また、バースの稼働は国際戦略港湾よりも過密で、ガントリークレーンの稼働も阪神
港より過密である。 
 また、これらの特徴から我が国の国際戦略港湾は寄港船舶の就航地域、船型、岸壁水深の構成
において釜山港や高雄港と類似した特徴を持つといえる。このことから我が国の港湾が港湾政策
を立案していく上では、近隣の大連港や青島港などの環渤海地区の港湾や韓国地区の港湾、台湾
地区の港湾の中でも、特に釜山港や高雄港を参考にしていくことができる。 
 これらの特徴から我が国の拠点政策港湾である国際コンテナ戦略港湾政策について以下の様な
考察を行うことができた。 
釜山港と高雄港がハブ港政策を進めていく上で参考となるが、我が国が競合する港湾であり比
較を行うべき港湾は釜山港が最も望ましく、政策では「釜山港やシンガポール港に伍する港湾を
目指す」とされているが「釜山港に伍する」港湾という方が妥当である。 
我が国の国際戦略港湾は地勢的な問題から政策で言われるように釜山港からトランシップ貨物
を奪還することは難しい。しかし、北米からの輸出貨物の集荷という点では優位性があり、貨物
集荷の優位性を高め、基幹航路を維持するためには背後地貨物の集荷に注力すべきである。その
上で、釜山港と比較して劣っている地勢的優位性を少しでも高めるためには京浜港 1 港に集約を
行うような政策を検討すべきである。また、地勢的優位性や貨物集荷、特にトランシップ貨物優
位性に難があり、ハブ港湾としての競争力を向上させるためには、我が国の港湾としてはコスト・
サービスを向上させることも必要になる。そこで釜山港と伍する港湾となるための機能整備につ
いて以下の様な結論を得た。 
(1) 我が国の港湾が釜山港と伍する港湾になるための機能整備としては、港湾の管理範囲の拡大
と荷役設備の拡大の 2 つが考えられた。我が国の港湾では、寄港船舶やコンテナ取扱量が同
一の国際戦略港湾内で偏りが発生している。この問題を解決する緒としては取扱の融通が効
くようにすることが考えられる。具体的には現在指定されている京浜と阪神の国際戦略港湾
では 23 ターミナルに分けて運営されているがこれを統合することで管理の範囲を拡大させ
ることが考えられる。具体的には両港共に 6 ターミナルまで統合することが望ましいと試算
された。 
(2) 我が国の国際戦略港湾では、東京港を除いてガントリークレーンの稼働状況には余裕がある
が、バースの稼働状況において神戸港を除いて過密である。用地確保が困難であることを考
慮すると港湾設備の 24時間化の必要が強い。この前提を元に各港湾について述べる。 
(3) 京浜港の東京港において、ガントリークレーンの稼働状況には年間 193万 TEUの余裕がある。
バースについては、13m以上 16m未満の 4バースを 16m以上に掘り下げ、10m以上 13m未満を
7バース増設することが望ましい。 
(4) 京浜港の横浜港において、ガントリークレーンの稼働状況には年間 364万 TEUの余裕がある。
バースについては、13m以上 16m未満の 2バースを 16m以上に掘り下げ、10m以上 13m未満を
5バース増設することが望ましい。 
(5) 阪神港の大阪港において、ガントリークレーンの稼働状況には年間 335万 TEUの余裕がある。
バースについては、13m以上 16m未満の 3バースを 16m以上に掘り下げ、10m以上 13m未満を
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1バース増設することが望ましい。 
(6) 阪神港の神戸港において、ガントリークレーンの稼働状況には年間 596万 TEUの余裕がある。
バースについては、13m以上 16m未満の 4バースを 16m以上に掘り下げ、10m未満の 2バース
を 10m以上 13m未満に掘り下げることが望ましい。 
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